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第１章 我が国を取り巻く環境変化と日本経済 
 

１． 国際情勢の変化と社会課題の解決に向けて 

我々はこれまでの延長線上にない世界を生きている。世界を一変させた新型コロナウイ

ルス感染症、力による一方的な現状変更という国際秩序の根幹を揺るがすロシアのウクラ

イナ侵略、権威主義的国家による民主主義・自由主義への挑戦、一刻の猶予も許さない気

候変動問題など我が国を取り巻く環境に地殻変動とも言うべき構造変化が生じるととも

に、国内においては、回復の足取りが依然脆弱な中での輸入資源価格高騰による海外への

所得流出、コロナ禍で更に進む人口減少・少子高齢化、潜在成長率の停滞、災害の頻発化・

激甚化など、内外の難局が同時に、そして複合的に押し寄せている。 

我々に求められるのは、この難局を単に乗り越えるだけでなく、こうした社会課題の解

決に向けた取組それ自体を付加価値創造の源泉として成長戦略に位置付け、官民が協働し

て重点的な投資と規制・制度改革を中長期的かつ計画的に実施することにより、課題解決

と経済成長を同時に実現しながら、経済社会の構造を変化に対してより強靱で持続可能な

ものに変革する「新しい資本主義」を起動することである。こうして我々自身の資本主義

をバージョンアップすることにより、自由で公正な経済体制を一層強化していく。 

このため、本「経済財政運営と改革の基本方針2022」においては、 

 当面の難局を乗り越えるためのマクロ経済運営の方針を示すとともに、 

 成長と分配をともに高める「人への投資」を始め、科学技術・イノベーションへの投

資、スタートアップへの投資、グリーントランスフォーメーション（ＧＸ）、デジタル

トランスフォーメーション（ＤＸ）への投資を柱とする「新しい資本主義」の実現に

向けた重点投資分野についての官民連携投資の基本方針を示す。 

 あわせて、新しい資本主義が目指す民間の力を活用した社会課題解決に向けた取組や

多様性に富んだ包摂社会の実現、一極集中から多極化した社会をつくり地域を活性化

する改革の方向性を示す。 

 さらに、世界に開かれた貿易・投資立国であることをこれからも維持しつつ、厳しさ

を増す東アジア情勢や権威主義的国家の台頭など国際環境の変化に応じた戦略的な

外交・安全保障や同志国との連携強化、経済安全保障等についての方向性を示す。 

 また、強靱で持続可能な経済社会に向けた防災・減災、国土強靱化の推進や東日本大

震災等からの復興、国民生活の安全・安心に向けた基本的な方針を示していく。 

 その上で、これらの政策遂行の基盤となる強固で持続可能な経済・財政・社会保障制

度の構築に向けた経済・財政一体改革の取組方針を示し、短期と中長期の整合性を確

保した経済財政運営の方針と令和５年度予算編成の考え方を提示する。 

 

２． 短期と中長期の経済財政運営 

（１）コロナ禍からの回復とウクライナ情勢の下でのマクロ経済運営 

（当面のマクロ経済運営） 

我が国経済は、新型コロナウイルス感染症による強い下押し圧力を受けながらも、持ち
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直しの動きを続けてきた。この間、医療提供体制の強化やワクチン接種の加速など経済社

会活動回復のための環境整備を行うとともに、あらゆる政策を総動員して国民の所得や雇

用を下支えし、特に、厳しい影響を受けた方々や事業者に対する金融措置を含む万全の支

援を行うことにより、新型コロナウイルス感染症の影響から国民生活を守り、ポストコロ

ナの持続的な成長に向けた基盤整備を進めてきた。その中で生じたのが本年２月のロシア

によるウクライナへの軍事侵攻である。 

国際商品・金融市場を始め世界経済の不確実性が大きく増す中、我が国のマクロ経済運

営については、当面、２段階のアプローチで万全の対応を行う。コロナ禍からの回復が依

然として脆弱であることに鑑み、まずは、ウクライナ情勢に伴う原油・原材料、穀物等の

国際価格の高騰や希少物資の供給懸念等に対する緊急対策1を講ずることにより、コロナ禍

で傷んでいる国民生活や経済への更なる打撃をできる限り抑制し、厳しい状況にある方々

を全力で支援する。これにより、経済の腰折れを防ぎ、コロナ禍からの経済社会活動の回

復を確かなものとしていく。 

また、今後も感染症の再拡大やウクライナ情勢の長期化に伴う原油価格・物価の更なる

高騰の可能性など予断を許さない状況は続くと見込まれることから、予備費の活用等によ

り予期せぬ財政需要にも迅速に対応して国民の安心を確保する。 

その上で、第２段階として、本基本方針や新しい資本主義に向けたグランドデザインと

実行計画をジャンプスタートさせるための総合的な方策を早急に具体化し、実行に移す。

これにより、中長期的な課題に対応しつつ、コロナ禍で失われた経済活動のダイナミズム

を取り戻し、新陳代謝と多様性に満ちた裾野の広い経済成長と成長の果実が隅々まで行き

渡る「成長と分配の好循環」を早期に実現する。あわせて、国際的な人の往来や観光需要

の回復、対日直接投資の更なる推進等を通じて旺盛な海外需要を日本経済に取り込む。ま

た、エネルギー分野を始め国際環境の変化にも強靱な経済構造に向けた改革を進め、世界

の構造変化を日本がリードしていく。 

今後とも、大胆な金融政策、機動的な財政政策、民間投資を喚起する成長戦略を一体的

に進める経済財政運営の枠組みを堅持し、民需主導の自律的な成長とデフレからの脱却に

向け、経済状況等を注視し、躊躇なく機動的なマクロ経済運営を行っていく。日本銀行に

おいては、経済・物価・金融情勢を踏まえつつ、２％の物価安定目標を持続的・安定的に

実現することを期待する。 

  

（経済社会活動の正常化に向けた感染症対策） 

新型コロナウイルス感染症対策については、必要な財政支援や見える化等により医療提

供体制の強化を進めるとともに、感染状況や変異株の発生動向に細心の注意を払いつつ、

段階的な見直しを行い、一日も早い経済社会活動の正常化を目指す。 

医療提供体制の強化について、国立病院機構等の公立公的病院に法律に基づく要求・要

請を行うことによる新型コロナウイルス感染症の専用病床化とともに、個別の病院名を明

                         
1 「コロナ禍における「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」」（令和４年４月26日原油価格・物価高騰等に関する関係閣
僚会議決定）。 
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らかにした病床の確保を行いつつ、感染拡大時には即応病床の増床や病床の使用率向上に

より、入院を必要とする者がまずは迅速に病床又は臨時の医療施設等に受け入れられ、確

実に入院につなげる体制を整備する。 

 感染拡大時に臨時の医療施設等が円滑に稼働できるよう、都道府県ごとに医療人材派遣

の協力可能な医療機関数や派遣者数を具体化するほか、公立公的病院においても都道府県

に設置する臨時の医療施設等に医療人材を派遣する。 

 医療ＤＸを推進し、医療情報の基盤を整備するとともに、Ｇ－ＭＩＳやレセプトデータ

等を活用し、病床確保や使用率、オンライン診療実績など医療体制の稼働状況の徹底的な

「見える化」を進める。 

 ワクチン、検査、経口治療薬の普及等により、予防、発見から早期治療までの流れを強

化して新型コロナウイルス感染症の脅威を社会全体として可能な限り引き下げる。マイナ

ンバーカードを使ったワクチン接種証明書のデジタル化等により、入国時での効率的なワ

クチン接種履歴の確認など円滑な確認体制を進める。 

 国際的な人の往来の活発化に向け、感染拡大防止と経済社会活動のバランスを取りなが

ら、他のＧ７諸国並みの円滑な入国を可能とする水際措置の見直しなど水際対策の緩和を

進める。また、新たな変異株が発生する場合にはこれに機動的に対処する。 

 新型コロナウイルス感染症に関する罹患後症状（いわゆる後遺症）についての実態把握

や病態解明等に資する調査・研究を進める。 

 その上で、これまでの新型コロナウイルス感染症対応を客観的に評価し、次の感染症危

機に備えて、本年６月を目途に、危機に迅速・的確に対応するための司令塔機能の強化や

感染症法2の在り方、保健医療体制の確保など、中長期的観点から必要な対応を取りまとめ

る。 

 

（２）中長期の経済財政運営  

持続的な経済成長に向けて、官民連携による計画的な重点投資を推進する。これによる

民間企業投資の喚起と継続的な所得上昇により成長力を高めつつ需要創出を促すととも

に、今後の成長分野への労働移動を円滑に促す。また、省エネ・脱炭素を通じた国内所得

の海外流出の抑制や同じ価値観を共有する国々との協力関係の強化を通じて、比較優位の

メリットをこれまで以上に引き出すとともに国内投資を喚起する。さらには、インバウン

ドの再生、農林水産物・食品や中小企業の輸出振興といった取組を強化し、産業の構造変

化を促す。 

その際、危機に対する必要な財政支出は躊躇なく行い、万全を期す。経済あっての財政

であり、順番を間違えてはならない。経済をしっかり立て直す。そして、財政健全化に向

けて取り組む。 
 
 
 

                         
2 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114号）。 
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第２章 新しい資本主義に向けた改革 
 

１．新しい資本主義に向けた重点投資分野 

（１）人への投資と分配 

デジタル化や脱炭素化という大きな変革の波の中、人口減少に伴う労働力不足にも直面

する我が国において、創造性を発揮して付加価値を生み出していく原動力は「人」である。

自律的な経済成長の実現には、民間投資を喚起して生産性を向上することで収益・所得を

大きく増やすだけでなく、「人への投資」を拡大することにより、次なる成長の機会を生み

出すことが不可欠である。「人への投資」は、新しい資本主義に向けて計画的な重点投資を

行う科学技術・イノベーション、スタートアップ、ＧＸ、ＤＸに共通する基盤への中核的

な投資であるとも言える。 

こうした考えの下、働く人への分配を強化する賃上げを推進するとともに、職業訓練、

生涯教育等への投資により人的資本の蓄積を加速させる。あわせて、多様な人材の一人一

人が持つ潜在力を十分に発揮できるよう、年齢や性別、正規雇用・非正規雇用といった雇

用形態にかかわらず、能力開発やセーフティネットを利用でき、自分の意思で仕事を選択

可能で、個々の希望に応じて多様な働き方を選択できる環境整備を進める。 

 

（人的資本投資） 

成長分野における重点投資等を通じた質の高い雇用の拡大を図りつつ、「人への投資」を

抜本的に強化するため、2024年度までの３年間に、一般の方から募集したアイデアを踏ま

えた、4,000 億円規模の予算を投入する施策パッケージを講じ、働く人が自らの意思でス

キルアップし、デジタルなど成長分野へ移動できるよう強力に支援する。 

企業統治改革を進め、人的投資が企業の持続的な価値創造の基盤である点について株主

との共通の理解を作り、今年中に非財務情報の開示ルールを策定するとともに、四半期開

示の見直しを行う。男女の賃金格差の是正に向けて企業の開示ルールの見直しにも取り組

む。また、政府からの特に大規模な支援を受ける際には、人的資本投資などを通じ、中長

期的な価値創造にコミットすることを企業に求める。 

あわせて、社会全体で学び直し（リカレント教育）を促進するための環境を整備する3。

学び直しによる成果の可視化と適切な評価、学び直し成果を活用したキャリアアップや兼

業・副業の促進、学ぶ意欲がある人への支援の充実や環境整備、成長分野のニーズに応じ

たプログラムの開発支援や学び直しの産学官の対話、企業におけるリカレント教育による

人材育成の強化等の取組を進める。 

以上の人的投資に取り組む中で、雇用調整助成金の特例措置等については、引き続き、

感染が拡大している地域・特に業況が厳しい企業に配慮しつつ、雇用情勢を見極めながら

段階的に縮減していく一方で、人への投資や強力な就職支援を通じて円滑な労働移動を図

り、成長分野等における労働需要に対応する。あわせて、同一労働同一賃金の徹底等を通

                         
3 「我が国の未来をけん引する大学等と社会の在り方について（第一次提言）」（令和４年５月10日教育未来創造会議決定）
に基づく。 
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じた非正規雇用労働者の処遇改善や正規化に取り組む。 

 少子化対策・こども政策は、包摂社会の実現に向けて重要であるだけでなく、「人への

投資」としても重要であり、強力に進める。 

 

（多様な働き方の推進） 

 人的資本投資の取組とともに、働く人のエンゲージメント4と生産性を高めていくことを

目指して働き方改革を進め、働く人の個々のニーズに基づいてジョブ型の雇用形態を始め

多様な働き方を選択でき、活躍できる環境の整備に取り組む。 

こうした観点から、就業場所・業務の変更の範囲の明示など、労働契約関係の明確化に

取り組む。専門知識・技能を持った新卒学生や既卒数年程度の若者について、より一層活

躍できるようにする観点から、その就職・採用方法を産・学と共に検討し、年度内を目途

に一定の方向性を得る。裁量労働制を含めた労働時間制度の在り方について、裁量労働制

の実態調査の結果やデジタル化による働き方の変化等を踏まえ、更なる検討を進める。フ

リーランスについて、事業者がフリーランスと取引する際の契約の明確化を図る法整備や

相談体制の充実など、フリーランスが安心して働ける環境を整備する。 

ポストコロナの「新しい日常」に対応した多様な働き方の普及を図るため、時間や場所

を有効に活用できる良質なテレワークを促進する。労働移動の円滑化も視野に入れながら、

労働者の職業選択の幅を広げ、多様なキャリア形成を促進する観点から副業・兼業を推進

するほか、選択的週休３日制度については、子育て、介護等での活用、地方兼業での活用

が考えられることから、好事例の収集・提供等により企業における導入を促進し、普及を

図る。また、地域に貢献しながら多様な就労の機会を創る労働者協同組合についてＮＰＯ

等からの円滑な移行等を図る。 

国家公務員について、既存業務の廃止・効率化、職場のデジタル環境整備、勤務形態の

柔軟化などを通じた働き方改革を一層推進するとともに、採用試験の受験者拡大やデジタ

ル人材を含めた中途採用の円滑化、リスキリングなど人材の確保・育成策に戦略的に取り

組む。 

 

（質の高い教育の実現）  

人への投資を通じた「成長と分配の好循環」を教育・人材育成においても実現し、「新し

い資本主義」の実現に資するため、デジタル化に対応したイノベーション人材の育成等、

大学、高等専門学校、専門学校等の社会の変化への対応を加速する。このため、教育未来

創造会議の第一次提言等に基づき、以下の課題について、必要な取組を速やかに進める。 

新たな時代に対応する学びの支援の充実を図る。このため、恒久的な財源も念頭に置き

つつ、給付型奨学金と授業料減免を、必要性の高い多子世帯や理工農系の学生等の中間層

へ拡大する。また、減額返還制度を見直すほか、在学中は授業料を徴収せず卒業後の所得

に応じて納付を可能とする新たな制度を、教育費を親・子供本人・国がどのように負担す

                         
4 働き手にとって、組織目標の達成と自らの成長の方向が一致し、仕事へのやりがい・働きがいを感じる中で、組織や仕事に
主体的に貢献する意欲や姿勢を示す概念。 
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べきかという論点や本制度の国民的な理解・受け入れ可能性を十分に考慮した上で、授業

料無償化の対象となっていない学生について、安定的な財源を確保しつつ本格導入するこ

とに向け検討する5こととし、まずは大学院段階において導入することにより、ライフイベ

ントも踏まえた柔軟な返還・納付（出世払い）の仕組みの創設を行う。官民共同修学支援

プログラムの創設、地方自治体や企業による奨学金返還支援の促進等、若者を始め誰もが、

家庭の経済事情にかかわらず学ぶことができる環境の整備を進める。 

未来を支える人材を育む大学等の機能強化を図る。このため、デジタル・グリーンなど

成長分野への大学等の再編促進と産学官連携強化等に向け、複数年度にわたり予見可能性

をもって再編に取り組める支援の検討や、私学助成のメリハリ付けの活用を始め、必要な

仕組みの構築等を進めていく。その際、現在35％にとどまっている自然科学（理系）分野

の学問を専攻する学生の割合についてＯＥＣＤ諸国で最も高い水準である５割程度を目

指すなど具体的な目標を設定し、今後５～10年程度の期間に集中的に意欲ある大学の主体

性をいかした取組を推進する。また、あらゆる分野の知見を総合的に活用し社会課題への

的確な対応を図る｢総合知｣の創出・活用を目指し、専門性を大事にしつつも、文理横断的

な大学入学者選抜や学びへの転換を進め、文系・理系の枠を超えた人材育成を加速する。

若手研究者と企業との共同研究を通じた人材育成等により大学院教育を強化する。 

 

（賃上げ・最低賃金） 

今年は、ここ数年低下してきた賃上げ率を反転させたが、ウクライナ情勢も相まって物

価が上昇している6。こうした中、賃上げの流れをサプライチェーン内の適切な分配を通じ

て中小企業に広げ、全国各地での賃上げ機運の一層の拡大を図る。 

このため、中堅・中小企業の活力向上につながる事業再構築・生産性向上等の支援を通

じて賃上げの原資となる付加価値の増大を図るとともに、適切な価格転嫁が行われる環境

の整備に取り組むほか、抜本的に拡充した賃上げ促進税制の活用促進、賃上げを行った企

業からの優先的な政府調達等に取り組み、地域の中小企業も含めた賃上げを推進する。 

新しい資本主義実現会議において、価格転嫁や多様な働き方の在り方について合意づく

りを進めるとともに、データ・エビデンスを基に、適正な賃金引上げの在り方について検

討を行う。 

また、人への投資のためにも最低賃金の引上げは重要な政策決定事項である。最低賃金

の引上げの環境整備を一層進めるためにも事業再構築・生産性向上に取り組む中小企業へ

のきめ細やかな支援や取引適正化等に取り組みつつ、景気や物価動向を踏まえ、地域間格

差にも配慮しながら、できる限り早期に最低賃金の全国加重平均が 1000 円以上となるこ

とを目指し、引上げに取り組む。こうした考えの下、最低賃金について、官民が協力して

引上げを図るとともに、その引上げ額については、公労使三者構成の最低賃金審議会で、

生計費、賃金、賃金支払能力を考慮し、しっかり議論する。 

 

                         
5 法制的な位置付けの検討を含む。 
6 2022年４月の消費者物価上昇率（総合）は前年同月比2.5％の上昇。 
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（「貯蓄から投資」のための「資産所得倍増プラン」） 

我が国の個人金融資産2,000兆円のうち、その半分以上が預金・現金で保有されている。

投資による資産所得倍増を目指して、ＮＩＳＡ（少額投資非課税制度）の抜本的拡充や、

高齢者に向けた iDeCo（個人型確定拠出年金）制度の改革、国民の預貯金を資産運用に誘

導する新たな仕組みの創設など、政策を総動員し、貯蓄から投資へのシフトを大胆・抜本

的に進める。これらを含めて、本年末に総合的な「資産所得倍増プラン」を策定する。そ

の際、家計の安定的な資産形成に向けて、金融リテラシーの向上に取り組むとともに、家

計がより適切に金融商品の選択を行えるよう、将来受給可能な年金額等の見える化、デジ

タルツールも活用した情報提供の充実や金融商品取引業者等による適切な助言や勧誘・説

明を促すための制度整備を図る。 

 

（２）科学技術・イノベーションへの投資  

社会課題を経済成長のエンジンへと押し上げていくためには、科学技術・イノベーショ

ンの力が不可欠である。特に、量子、ＡＩ、バイオものづくり、再生・細胞医療・遺伝子

治療等のバイオテクノロジー・医療分野は我が国の国益に直結する科学技術分野である。

このため、国が国家戦略を明示し、官民が連携して科学技術投資の抜本拡充を図り、科学

技術立国を再興する。その上で、研究開発投資を増加する企業に対しては、インセンティ

ブを付与していく。あわせて、総理に対する情報提供・助言のため、総理官邸に科学技術

顧問を設置する。小型衛星コンステレーションの構築、ロケットの打上げ能力の強化、日

本人の月面着陸等の月・火星探査等の宇宙分野、北極を含む海洋分野の取組の強化を図る。 

イノベーション創出の拠点である大学の抜本強化7を図る。世界と伍する研究大学の実現

に向け、競争的な環境の下で大学ファンドから支援を受ける国際卓越研究大学の持続的な

イノベーション創出と自律化に資するよう、専門人材の経営参画等のガバナンス体制を確

立するとともに、必要な規制改革等の対応を早期に実行していく。地域の中核大学等が、

特色ある強みを発揮し、地域の経済社会の発展等への貢献を通じて切磋琢磨できるよう、

産学官連携など戦略的経営の抜本強化を図る8。 

イノベーションの担い手である若い人材に対する支援を強力に推進する。博士課程学生

の処遇向上を始め、未来ある研究者の卵たちにキャリアパス全体として魅力的な展望を与

え、研究に専念できる支援策を深化させる。寄附に基づく「トビタテ！留学ＪＡＰＡＮ」
9の発展的推進を含め、若者の世界での活躍を支援し、コロナ禍で停滞した国際頭脳循環の

活性化に取り組む。 

 

（３）スタートアップ（新規創業）への投資   

スタートアップは、経済成長の原動力であるイノベーションを生み出すとともに、環境

問題や子育て問題などの社会課題の解決にも貢献しうる、新しい資本主義の担い手である。

                         
7 ソフト・ハード一体となった教育研究環境の整備等の共創拠点化の推進等。 
8 「地域中核・特色ある研究大学総合振興パッケージ」（令和４年２月１日総合科学技術・イノベーション会議決定）に基
づく。 
9 官民協働で海外留学を支援する取組。 
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こうしたスタートアップが新たに生まれ、飛躍を遂げることができる環境を整備すること

により、戦後の日本の創業期に次ぐ「第二創業期」の実現を目指す。このため、実行のた

めの司令塔機能を明確化し、５年 10 倍増を視野にスタートアップ育成５か年計画を本年

末に策定し、スタートアップ政策を大胆に展開する。 

 具体的には、スタートアップが直面する資金調達の困難さの解消を図るため、新規上場

の際に十分な資金調達を行うことを可能にすべくＩＰＯ10プロセスの見直しを進めるとと

もに、事業化までに時間を要するスタートアップの成長を図るためのストックオプション

等の環境整備を行う。また、海外のベンチャーキャピタルの誘致も含めて、国内外のベンチ

ャーキャピタルに対する公的資本の有限責任投資等による投資拡大を図るとともに、エンジ

ェル投資家等の個人や年金・保険等の長期運用資金がベンチャーキャピタルやスタートア

ップに循環する流れの形成に取り組む。加えて、個人保証や不動産担保に依存しない形の

融資への見直しや事業全体を担保とした成長資金の調達を可能とする仕組みづくり等を

通じて、成長資金の調達環境を整備する。 

 あわせて、起業を支える人材の育成や確保を行う。具体的には、成長分野において前人

未踏の優れたアイデア・技術を持つ人材に対する支援策を抜本的に拡充するとともに、家

庭や学校とは別に子供の才能を発掘・育成する場の整備を支援する。情報開示等を通じた

副業・兼業の促進等により円滑な労働移動を図るほか、大学等の研究者と外部経営人材と

のマッチングを支援する。また、スタートアップの経営を支援する専門家等の相談窓口整備

を推進する。 

スタートアップの研究開発や販路開拓を支援するため、既存企業がＭ＆Ａや共同研究開

発等によりスタートアップの有する知見を取り入れるオープンイノベーションの活性化

を図るとともに、ＳＢＩＲ制度11の強化を始めとし、公共調達の活用を推進する。ベンチャ

ーキャピタルとも連携した支援の拡充や創薬ベンチャーへの支援の強化を行うほか、革新

技術の研究開発とスタートアップ創出を行う拠点づくりを海外の大学等とも連携し、民間

資金を基盤として運営される形で進める。 

以上のほか、起業拠点の整備を含めて大学等も存分に活用しつつ、知的財産の保護・活

用の推進、規制・制度改革等を通じて世界に伍するスタートアップエコシステムを作り上

げ、大規模なスタートアップの創出に取り組む。 

 

（４）グリーントランスフォーメーション（ＧＸ）への投資 

脱炭素社会の実現に向けた官民連携の取組を一気に加速し、エネルギー安全保障の確保

に万全を期しながら、国内投資を拡大しつつ新たな成長のフロンティアを開拓する。2050

年カーボンニュートラル実現を見据え、官民連携の下、脱炭素に向けた経済・社会、産業

構造変革への道筋の大枠を示したクリーンエネルギー戦略中間整理に基づき、年内にロー

ドマップを取りまとめる。 

今後10 年間に150 兆円超の投資を実現するため、成長促進と排出抑制・吸収を共に最

                         
10 新規株式公開（Initial Public Offering）。 
11 中小企業技術革新制度（Small Business Innovation Research）。 
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大化する効果を持った、「成長志向型カーボンプライシング構想」を具体化し、最大限活用

する。 

同構想においては、150兆円超の官民の投資を先導するために十分な規模の政府資金を、

将来の財源の裏付けをもった「ＧＸ経済移行債（仮称）」により先行して調達し、複数年度

にわたり予見可能な形で、速やかに投資支援に回していくことと一体で検討していく。 

また、「規制・支援一体型の投資促進策」として、省エネ法12などの規制対応、水素・ア

ンモニアなどの新たなエネルギーや脱炭素電源の導入拡大に向け、新たなスキームを具体

化させる。 

加えて、企業の排出削減に向けた取組を加速させるためのＧＸリーグの段階的発展・活

用、民間投資の呼び水として、トランジション・ファイナンスなどの新たな金融手法の活

用、アジア・ゼロエミッション共同体などの国際展開戦略も含め、企業の投資の予見可能

性を高められるよう、具体的なロードマップを示す。 

こうした新たな政策イニシアティブの具体化に向けて、本年夏に総理官邸に新たに「Ｇ

Ｘ実行会議」を設置し、更に議論を深め、速やかに結論を得る。 

エネルギーを起点とした産業のＧＸに向け、脱炭素投資を後押しする重点的な環境整備

を行う。自動車については、将来の合成燃料の内燃機関への利用も見据え、2035年までに

新車販売でいわゆる電動車（電気自動車、燃料電池自動車、プラグインハイブリッド自動

車及びハイブリッド自動車）100％とする目標等に向けて、蓄電池の大規模投資促進等や

車両の購入支援、充電・充てんインフラの整備等による集中的な導入を図るとともに、中

小サプライヤー等の業態転換を促す。再生可能エネルギー13については、Ｓ＋３Ｅを大前

提に、主力電源として最優先の原則の下で、国民負担の抑制と地域との共生を図りながら

最大限の導入に取り組むための大胆な改革を進めるほか、送配電網・電源への投資14を着

実に実施し、分散型エネルギーシステムなど真の地産地消にも取り組むよう促す。さらに、

水素・アンモニア15やＣＣＵＳ／カーボンリサイクル、革新原子力、核融合などあらゆる選

択肢を追求した研究開発・人材育成・産業基盤強化等を進める。また、カーボンニュート

ラルポート等16の形成17や持続可能な航空燃料（ＳＡＦ）等を含む船舶・航空・陸上の輸送

分野の脱炭素化を推進する。 

産業のエネルギー需給構造転換に向け、省エネルギー対策を徹底しつつ、エネルギー多

消費型産業における非化石エネルギーへの転換を含む低炭素化投資等を後押しする。 

脱炭素分野で活躍する人材の育成や中小企業・地域金融に対する脱炭素経営の能力向上

支援18、資金供給19等を通じ、地域の脱炭素トランジションに向けた投資を含め、地域脱炭

                         
12 エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭和54年法律第49号）。 
13 エネルギー安全保障にも寄与できる自立した国産のエネルギー源である。 
14 ダムの高度運用による治水と水力発電の両立・強化を含む。 
15 国産水素・アンモニアの大量導入も見据えつつ、国内外サプライチェーン構築に向け、他燃料との燃料価格差を早期に縮
小させる支援や、拠点整備支援を行う。 
16 産業集積地の脱炭素化を含む。 
17 洋上風力発電の導入促進を支える基地港湾の整備を含む。 
18 地域の金融機関や中小企業団体等の支援機関による中小企業の取組の後押しを含む。 
19 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金や、地球温暖化対策推進法の改正により設置される脱炭素化支援機構の取組を含む。 
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素の加速化を図る。ライフスタイルの転換に向け、ポイント制度等を通じて消費者の意識・

行動変容を促すほか、省エネルギー対策を含む規制的措置の強化や省エネ住宅の購入・改

修支援を含めたＺＥＨ・ＺＥＢ20等の取組を推進するとともに、森林吸収源対策等21を加速

化する。また、資源制約克服や自律性確保の観点も踏まえ、プラスチック資源循環を始め

循環経済への移行を推進22する。 

これらのＧＸを実現するため、グリーンイノベーション基金による支援の拡充や規制改

革、国際標準化など、社会システム・インフラ整備に取り組む。グリーンボンド等の環境

関連商品が取引されるグリーン国際金融センターの実現を目指すほか、ＴＣＦＤ23等に基

づく開示の質と量の充実やトランジション及びイノベーションへの資金供給の支援を進

めるなど、サステナブルファイナンス市場の拡大に向けた早急な環境整備24を図り、国内

外25のＥＳＧ金融を呼び込む。また、グリーンＧＤＰ（仮称）などの研究・整備を進める。 

 

（５）デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）への投資 

 デジタル時代に相応しい行政、規制・制度に見直すため、デジタル改革・規制改革・行

政改革を一体的に推進する。今後３年間の集中改革期間において、「デジタル原則に照ら

した規制の一括見直しプラン」26に基づく目視規制や常駐専任規制等の法令等の見直しな

どを行い、デジタル原則への適合を目指す。また、自動運転車や空飛ぶクルマ、低速・小

型の自動配送ロボットの活用を含む物流・人流分野のＤＸや標準化、ＭａａＳの推進のほ

か、センサー、ドローン、ＡＩ診断、ＩｏＴ技術、ビッグデータ分析など、あらゆる技術

を活用するためのテクノロジーマップを整備し、実装を加速させる。さらに、法人設立時

の手続の迅速化・費用軽減を含む規制改革を推進する。行政の無謬性にとらわれず、デジ

タル技術も活用し、予算編成プロセスなどでＥＢＰＭに基づく意思決定を推進するなど、

より機動的で柔軟な政策形成・評価を可能とする取組を進める27。加えて、ベンダーロック

インなどの課題を解消するため、政府の情報システム調達の見直しに向けた検討を進める。 

 「サイバーセキュリティ戦略」に基づく取組を進める28。また、携帯電話市場における、

公正な競争環境の整備を進め、料金の低廉化を図る。さらに、準天頂衛星等の更なる整備

や地理空間（Ｇ空間）情報の高度活用及び衛星データの利活用を図る。 

我が国経済の持続的かつ健全な発展と国民の幸福な生活の実現に寄与するデジタル社

会の形成に向け、デジタル庁を中心に、政府全体で、「デジタル社会の実現に向けた重点計

                         
20 Net Zero Energy House 及びNet Zero Energy Building の略称。 
21 建築物等における木材利用促進や、ブルーカーボン（海洋生態系によって吸収・固定される二酸化炭素由来の炭素）の取
組を含む。 
22 工程表・戦略の策定や、希少金属等の素材や生活用品等の製品のライフサイクル全体での資源循環の推進を含む。 
23 Task Force on Climate-related Financial Disclosures の略称。 
24 森林由来クレジットの創出拡大、森林リート市場の検討など森林分野等における民間投資促進のための基盤整備を含む。 
25 大手機関投資家のみならず、地域金融機関、個人投資家等の資金の出し手や、地方自治体等の資金の受け手を含む。 
26 令和４年６月３日デジタル臨時行政調査会決定。 
27 行政改革推進会議アジャイル型政策形成・評価の在り方に関するワーキンググループ提言（令和４年５月31日）及び総務
省政策評価審議会提言（令和４年５月31日）に盛り込まれた各種取組。 
28 令和３年９月28日閣議決定。人材育成、研究開発、攻撃把握・分析・共有基盤、安全かつ信頼性の高い通信ネットワーク
の確保等を含む。 
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画」29に基づき、デジタル３原則30を基本原則としつつ、行政のデジタル化を着実に推進す

る。2022 年度末にほぼ全国民にマイナンバーカードが行き渡ることを目指すとの方針の

下、マイナンバーカードの利活用拡大等の国民の利便性を高める取組を推進するとともに、

市町村における交付体制の強化に向けた支援を行うなど、適切な広報も含め、マイナンバ

ーカードの普及に取り組む。 

デジタル庁を中心に、デジタル社会の実現において不可欠なデータ基盤強化を図るため、

「包括的データ戦略」31に基づき、医療・介護、教育、インフラ、防災に係るデータ・プラ

ットフォームを早期に整備する。 

マイナポータルの利便性向上など、個人や法人の税務始め各種手続の負担軽減に向けた

検討を進める。また、困窮世帯への迅速・的確な公的給付実現のためマイナンバーを用い

るなど、給付事務等への活用を念頭に行政機関間の情報連携を推進する。 

また、総務省は、「自治体ＤＸ推進計画」32を改定し、デジタル人材の確保・ネットワー

ク強化やＡＩ・ＲＰＡ等のデジタル技術や自治体マイナポイントの活用など、国の取組と

歩調を合わせた地方自治体におけるデジタル化の取組を推進する。 

 

２．社会課題の解決に向けた取組 

（１）民間による社会的価値の創造  

（ＰＰＰ／ＰＦＩの活用等による官民連携の推進）  

民間の資金・ノウハウを公共施設等に活用するＰＰＰ／ＰＦＩ33について、新しい資本

主義の中核となる「新たな官民連携」の取組として、新たなアクションプラン34に基づき、

取組を抜本的に強化する。今後５年間を、ＰＰＰ／ＰＦＩが自律的に展開される基盤の形

成に向けた「重点実行期間」とし、ＰＦＩ推進機構の機能も活用・強化しつつ、関連施策

を集中的に投入するとともに、幅広い自治体の取組を促す。その際、交付金等について、

ＰＰＰ／ＰＦＩの活用がより促進されるよう制度改善を検討する。 

スタジアム・アリーナ、文化施設、交通ターミナル等へのコンセッション導入、指標連

動方式35も活用した道路等のインフラの維持管理・更新での案件形成等活用対象の拡大を

図る36とともに、水道、下水道、教育施設等の先行事例の横展開を強化する。 

コロナ禍の経験等を踏まえ、リスク分担の検討等を進めつつ、原則として全ての空港へ

のコンセッション導入を促進する。 

デジタル田園都市国家構想の推進力として活用し、地域交流の場である公園・公民館等

の身近な施設への新しい活用モデルを形成するとともに、地域プラットフォームの全都道

府県での設置促進、優先的検討規程の策定・運用支援、事業効果の見える化・情報発信等

                         
29 令和４年６月７日閣議決定。 
30 デジタルファースト・ワンスオンリー・コネクテッド・ワンストップ。 
31 「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（令和３年６月18日閣議決定）別紙。 
32 令和２年12月25日総務省策定。 
33 民間の資金・ノウハウを活用し、財政負担を削減・平準化しつつ、民間のビジネス機会を創出すること等が期待される。 
34「ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン（令和４年改定版）」（令和４年６月３日民間資金等活用事業推進会議決定）。 
35 民間事業者のサービスに対する対価等の一部又は全部が、サービスの水準に関する指標の達成状況で決まる方式。 
36 ＬＡＢＶ（Local Asset Backed Vehicleの略で、地方公共団体等が公的不動産を現物出資して民間事業者と新たな事業体
を設立し、公的不動産の有効活用を図る方式）の活用を含む。 
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により、案件形成を強力に促進する。民間の創意工夫の一層の発揮に向け、提案者へのイ

ンセンティブ付与等民間提案制度の強化等に取り組む。 

また、樹木採取権制度の活用を推進する。 

 

（社会的インパクト投資、共助社会づくり） 

「成長と分配の好循環」による新しい資本主義の実現に向け、これまで官の領域とされ

てきた社会課題の解決に、民の力を大いに発揮してもらい、資本主義のバージョンアップ

を図る。寄附文化やベンチャー・フィランソロフィーの促進など社会的起業家の支援強化

を図る。 

従来の「リスク」、「リターン」に加えて「インパクト」を測定し、「課題解決」を資本主

義におけるもう一つの評価尺度としていく必要がある。また、社会課題の解決と経済成長

の両立を目指す起業家が増えており、ソーシャルセクターの発展を支援する取組を通じて、

その裾野を広げるとともに、更にステップアップを目指す起業家を後押しする。 

こうした観点から、新たな官民連携の形として、民間で公的役割を担う新たな法人形態

の必要性の有無について検討することとし、新しい資本主義実現会議に検討の場を設ける。

あわせて、民間にとっての利便性向上の観点から、財団・社団等の既存の法人形態の改革

も検討する。休眠預金等活用法37施行５年後の見直しに際し、これまでの取組について評

価を行い、出資や貸付けの在り方、手法等の検討を進め、本年度中に結論を得るなど、必

要な対応を行う。ＳＩＢ38を含む成果連動型民間委託契約方式（Pay For Success：ＰＦＳ）

を通じて、複雑化する社会課題の効率的、効果的解決を促進し、さらに、社会的インパク

ト投資資金を呼び込むための環境整備39に取り組む。ソーシャルボンド40について、プロジ

ェクトの実施による社会的な効果を適切に開示できるようにする。ガイドラインの整備を

図り、社会課題ごとに、発行主体の参考となる指標の例を示す。起業家教育に当たっては、

社会的起業家を育成するシステムの強化を検討する。 

ＮＰＯ法41に基づく各種事務のオンライン化の促進を含め、ＮＰＯ法人の活動促進に向

けた環境整備を進めるとともに、官民連携による協働の促進を図る。 

 

（イノベーションを促す競争環境の整備） 

 社会経済の急速な変化に対応し、イノベーションや企業の成長を促す競争環境を整備す

るため、公正取引委員会が取引慣行や規制により競争が働いていない分野を調査し、取引

慣行の改善や規制の見直しを提言するアドボカシー（唱導）機能の強化を図る。 

 

                         
37 民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る資金の活用に関する法律（平成28年法律第101号）。 
38 Social Impact Bond の略称。成果連動型民間委託契約方式による事業を受託した民間事業者が、当該事業に係る資金調
達を金融機関等の資金提供者から行い、その返済等を成果に連動した地方自治体からの支払額等に応じて行うもの。 
39 案件形成を含めた複数年にわたる支援の充実や、中間支援組織等との連携促進。 
40 調達した資金が社会課題の解決に貢献するプロジェクトのみに充当される債券。 
41 特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）。 
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（２）包摂社会の実現 

（少子化対策・こども政策） 

少子化は予想を上回るペースで進む極めて危機的な状況42にあり、児童虐待やいじめ、

不登校等こどもを取り巻く状況も深刻で、待ったなしの課題である。このため、「こども家

庭庁」を創設し、こども政策を推進する体制の強化を図り、常にこどもの最善の利益を第

一に考え、こどもに関する取組・政策を我が国社会の真ん中に据えていく。 

結婚・妊娠・出産・子育てに夢や希望を感じられる社会を目指し、「希望出生率1.8」の

実現に向け、「少子化社会対策大綱」43等に基づき、結婚、妊娠・出産、子育てのライフス

テージに応じた総合的な取組の推進、結婚新生活立上げ時の経済的負担の軽減や出会いの

機会・場の提供など地方自治体による結婚支援の取組に対する支援、妊娠前から妊娠・出

産、子育て期にわたる切れ目ない支援の充実、「新子育て安心プラン」44の着実な実施や病

児保育サービスの推進等仕事と子育ての両立支援に取り組む。妊娠・出産支援として、不

妊症・不育症支援やデジタル相談の活用45を含む妊産婦支援・産後ケアの推進等に取り組

むとともに、出産育児一時金の増額を始めとして、経済的負担の軽減についても議論を進

める。流産・死産等を経験された方への支援に取り組む。養育費の支払い確保と安全・安

心な親子の面会交流に向けた取組を推進する。児童手当法等改正法46附則に基づく児童手

当の在り方の検討に取り組む。 

全てのこどもに、安全・安心に成長できる環境を提供するため、教育・保育施設等にお

いて働く際に性犯罪歴等についての証明を求める仕組み（日本版ＤＢＳ）の導入、予防の

ためのこどもの死亡検証（ＣＤＲ）の検討、未就園児等の実態把握と保育所等の空き定員

の活用等による支援の推進、ＳＮＳ等の活用を含めこどもの意見を政策に反映する仕組み

づくり、学校給食などを通じた食育の充実、放課後児童クラブやこども食堂等様々なこど

もの居場所づくり等に取り組む。こどもの貧困解消や見守り強化を図るため、こども食堂

のほか、こども宅食・フードバンク等への支援を推進する47。 

こどもの成長環境にかかわらず誰一人取り残すことなく健やかな成長を保障するため、

児童虐待防止対策の更なる強化、ヤングケアラー、若年妊婦やひとり親世帯への支援、真

に支援を要するこどもや家庭の早期発見・プッシュ型支援のためのデータ連携、医療的ケ

ア児を含む障害児に対する支援、いじめ防止対策の推進等に取り組む。また、市町村にお

ける家庭支援機能の強化、里親支援の充実等家庭養育優先原則の徹底、社会的養育経験者

等に対する自立支援の充実等改正児童福祉法の円滑な施行に取り組みつつ、認定資格の取

得促進を含む児童相談所等の質・量の体制強化を推進する。 

こども政策については、こどもの視点に立って、必要な政策を体系的に取りまとめた上

                         
42 出生数は2016年に100万人を下回った後も５年連続で減少を続け、2021年の出生数（概数）は81万２千人と過去最少
となった。合計特殊出生率も2015年に1.45まで上昇するも６年連続で再び低下し2021年に1.30となった。 
43 令和２年５月29日閣議決定。 
44 令和２年12月21日公表。 
45 ＳＮＳを活用したオンライン相談などアクセスしやすい妊産婦支援。 
46 子ども・子育て支援法及び児童手当法の一部を改正する法律（令和３年法律第50号）。 
47 その際、中間支援法人の活用も検討。 
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で、その充実を図り、強力に進めていく。そのために必要な安定財源については、国民各

層の理解を得ながら、社会全体での費用負担の在り方を含め幅広く検討を進める48。その

際には、こどもに負担を先送りすることのないよう、応能負担や歳入改革を通じて十分に

安定的な財源を確保しつつ、有効性や優先順位を踏まえ、速やかに必要な支援策を講じて

いく。安定的な財源の確保にあたっては、企業を含め社会・経済の参加者全員が連帯し、

公平な立場で、広く負担していく新たな枠組みについても検討する。 

 

（女性活躍）  

「女性活躍・男女共同参画の重点方針2022（女性版骨太の方針2022）」49に基づき、「新

しい資本主義」の中核に位置付けられた「女性の経済的自立」を実現するため、男女間の

賃金格差の解消に向けて大企業に男女間の賃金格差の開示を義務付けるとともに、「女性

デジタル人材育成プラン」50を着実に実行する。また、同一労働同一賃金を徹底し、女性が

多い非正規雇用労働者の待遇を改善する。女性の視点も踏まえた社会保障制度や税制等の

検討51を進める。テレワーク等の多様な働き方を後退させず、コロナ前の働き方に戻さな

いことに加え、男性の育児休業取得促進や長時間労働の是正等働き方改革の着実な実施、

男性が子育てに参画しやすくなるための環境整備等男性の家庭・地域における活躍を進め

るとともに、登用・採用の拡大を含めた幅広い分野における女性の参画拡大や、ベビーシ

ッター・家政士等の活用推進に取り組む。また、女性の健康に関する支援、困難な問題を

抱える女性に対する支援、フェムテックの更なる推進、アダルトビデオ出演被害対策、性

犯罪・性暴力対策、ＤＶ対策等女性が尊厳と誇りを持って生きられる社会の実現に向けた

取組を進める。 

ジェンダーバイアス解消のための総合的な理解の醸成と支援を図り、女子中高生のＩＴ

分野を始めとした理工系の学びや分野選択を促進するなどにより、理工系分野の女性教員

及び女子学生の割合を向上する取組52を加速する。 

 

（共生社会づくり）  

地域共生社会の実現に向け、重層的支援体制整備事業など市町村における包括的支援体

制の整備を進める。加えて、コロナ禍によって顕在化した課題等に的確に対応するため、

生活に困窮する者への自立相談支援等の強化を図る。生活保護基準の定期的な見直しにつ

いて、消費水準との比較による検証結果や社会経済情勢等を踏まえて対応する。 

長生きが幸せと思える社会の実現のため、高齢者の豊富な人生経験が尊重され、心通う

拠り所となり、誰もが繋がりあえる地域づくりを推進する。認知症施策推進大綱53に基づ

                         
48 また、子ども・子育て支援の更なる「質の向上」を図るため、消費税分以外も含め、適切に財源を確保していく。 
49 令和４年６月３日すべての女性が輝く社会づくり本部・男女共同参画推進本部決定。 
50 令和４年４月26日男女共同参画会議決定。 
51 女性活躍・男女共同参画の重点方針2022参照。 
52 「Society5.0の実現に向けた教育・人材育成に関する政策パッケージ」（令和４年６月２日総合科学技術・イノベーショ
ン会議決定）、教育未来創造会議の第一次提言等に基づく。 
53 令和元年６月18日認知症施策推進関係閣僚会議決定。 
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き、認知症サポーターが地域で活躍できる場の整備等認知症の人や家族に対する支援を推

進するとともに、第二期成年後見制度利用促進基本計画54に基づき、成年後見制度を含め

た総合的な権利擁護支援の取組を推進する。障害者の就労や情報コミュニケーション等に

対する支援、難聴対策、難病対策等を着実に推進する。感染症による不安やうつ等を含め

たメンタルヘルスへの対応を推進する。 

性的マイノリティに関する正しい理解を促進するとともに、社会全体が多様性を受け入

れる環境づくりを進める。 

地域と学校が連携したコミュニティ・スクールの導入を加速するとともに、夜間中学の

設置、医療的ケア児を含む障害のある子供の学びの環境整備55、障害者等の様々な体験活

動やこれを含む生涯学習を推進する。 

ユニバーサルデザインの街づくりや、交通事業者の接遇向上、高齢者障害者等用施設等
56の適正な利用の推進などの「心のバリアフリー」57の取組を進めるとともに、利用者負担

の枠組みも活用した鉄道等のバリアフリー化を推進する。 

 

（孤独・孤立対策） 

 「孤独・孤立対策の重点計画」58の施策を着実に推進するとともに、さらに全省庁の協力

による取組を進める。実態調査結果を踏まえた施策の重点化と「予防」の観点からの施策

の充実を図り、重点計画に適切に反映する。いわゆる「社会的処方」の活用、ワンストッ

プの相談窓口の本格実施に向けた環境整備、食・住など日常生活での孤独・孤立の軽減、

ひきこもり支援に資する支援策の充実とともに、アウトリーチ型のアプローチや同世代・

同性の対応促進のための取組を推進し、確実に支援を届ける方策を講ずる。官民一体で取

組を推進する観点から、国の官民連携プラットフォームの活動を促進し、複数年契約の普

及促進等によりＮＰＯ等の活動を継続的にきめ細かく支援するとともに、地方における官

民連携プラットフォームの形成に向けた環境整備に取り組む。あわせて、支援者支援など

孤独・孤立対策に関するＮＰＯ等の諸活動への支援を促進する方策の在り方を検討する。 

若者・女性の自殺者数の増加に対するＳＮＳを含むきめ細かい相談支援など、見直しが

予定されている「自殺総合対策大綱」59に基づき、自殺総合対策を推進する。 

 

（就職氷河期世代支援）  

就職氷河期世代の就労や社会参加への支援について、今年度までの３年間の集中取組期

間に加え、2023年度からの２年間を「第二ステージ」と位置付け、これまでの施策の効果

も検証の上、効果的・効率的な支援を実施し、成果を積み上げる。公務員等での採用を推

                         
54 令和４年３月25日閣議決定。 
55 特別支援学校の教室不足解消に向けた取組を含む。 
56 バリアフリートイレ、車椅子使用者用駐車施設等、旅客施設等のエレベーター、車両等の優先席など。 
57 様々な心身の特性や考え方を持つすべての人々が、相互に理解を深めようとコミュニケーションをとり、支え合うこと。 
58 令和３年12月28日孤独・孤立対策推進会議決定。 
59 平成29年７月25日閣議決定。 
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進し60、地方自治体の取組も後押ししながら、相談、教育訓練から就職、定着までの切れ目

のない支援を行い、民間企業での採用等を促すとともに、個々人の状況に合わせた、より

丁寧な寄り添い支援に取り組む。第二ステージを含めた取組により、現状よりも良い処遇、

そもそも働くことや社会参加を促す中で、同世代の正規の雇用者について 30 万人増やす

ことを目指す。 

 

（３）多極化・地域活性化の推進  

東京一極集中の是正、多極集中、社会機能を補完・分散する国土構造の実現に向け、デ

ジタル田園都市国家構想の実現による個性をいかした地方の活性化を強力に進める。また、

従来の地方創生にも取り組むとともに、分散型国づくりを進める。地方発のボトムアップ

型の経済成長を通じ、持続可能な経済社会の実現や個人と社会全体のWell-beingの向上、

「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」61を目指す。 

 

（デジタル田園都市国家構想）   

「デジタル田園都市国家構想基本方針」62に基づき、（１）デジタルの力を活用した地方

の社会課題解決、（２）ハード・ソフトのデジタル基盤整備、（３）デジタル人材の育成・

確保、（４）誰一人取り残されないための取組、の４つを柱として取組を進め、「デジタル

田園都市国家構想」の実現を目指す。 

同構想の一翼を担うスマートシティは、ＥＢＰＭに基づく取組の徹底や人材育成手法の

開発等を推進し実装を加速する。ＧＩＧＡスクール構想による全国どこでも誰一人取り残

さない教育のための取組を進める。また、地域における情報通信格差が生じないよう５Ｇ・

光ファイバを始めとした通信インフラの更なる整備、データセンター地方拠点／海底ケー

ブル等の整備、地域協議会の設置、デジタル田園都市国家構想実現ファンドの創設の検討、

ポスト５Ｇ／Beyond５Ｇの2025年以降の社会実装と国際標準化に向けた取組63、デジタル

推進人材を2026年度末までに230万人育成する取組を進める。 

あわせて、デジタル田園都市国家構想を先導することが期待されるスーパーシティ及び

デジタル田園健康特区の取組を推進する。 

 

（分散型国づくり・地域公共交通ネットワークの再構築） 

我が国の成長と国民生活を支えるサプライチェーンの強化や観光等による地域活性化

に向けた環境整備のため、高規格道路、整備新幹線、リニア中央新幹線、港湾、漁港等の

物流・人流ネットワークの早期整備・活用、航空ネットワークの維持・活性化、港湾の24

時間化も念頭においたＡＩターミナルの実現、造船・海運業等の競争力強化等に取り組む。 

                         
60 国家公務員中途採用者選考試験（就職氷河期世代）を2024年度まで継続するほか、既存の国家公務員の経験者採用等の
取組も着実に継続する。地方でも、地方自治体の実情を踏まえた積極的な採用が行われるよう、国として要請していく。 
61 例えばキャッシュレス化が進展し、マイナンバーカードが広く利用され、シェアリングエコノミーなどの便利な新しいサ
ービスが生まれているなど。 
62 令和４年６月７日閣議決定。 
63 その取組に当たり、超低消費電力の次世代通信の研究開発及び社会実装の推進を含む。 
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リニア中央新幹線について、水資源、環境保全等の課題解決に向けた取組を進めること

により品川・名古屋間の早期整備を促進するとともに、全線開業の前倒し64を図るため、建

設主体が 2023 年から名古屋・大阪間の環境影響評価に着手できるよう、沿線自治体と連

携して、必要な指導、支援を行う。 

デジタル田園都市国家構想の実現に資する持続可能で多彩な地域生活圏の形成のため、

交通事業者と地域との官民共創等による持続可能性と利便性の高い地域公共交通ネット

ワークへの再構築に当たっては、法整備等を通じ、国が中心となって交通事業者と自治体

が参画する新たな協議の場を設けるほか、規制見直しや従来とは異なる実効性ある支援等

を実施する。また、モーダルコネクト65の強化や自転車利用環境の充実、通学路等の交通安

全の確保に係る対策の推進、バリアフリーの推進等に取り組む。 

自動運転等の技術開発動向を踏まえたインフラ機能の充実を図る。 

北海道知床で発生した遊覧船事故を受け、小型船舶を使用する旅客輸送における総合的

な安全対策及び海上保安庁の救助・救急体制の強化に取り組む。 

 

（多極化された仮想空間へ） 

より分散化され、信頼性を確保したインターネットの推進や、ブロックチェーン66上で

のデジタル資産の普及・拡大など、ユーザーが自らデータの管理や活用を行うことで、新

しい価値を創出する動きが広がっており、こうした分散型のデジタル社会の実現に向けて、

必要な環境整備を図る。 

そのため、トラステッド・ウェブ（Trusted Web）67の実現に向けた機能の詳細化や国際

標準化への取組を進める。また、ブロックチェーン技術を基盤とするＮＦＴ68やＤＡＯ69の

利用等のWeb3.070の推進に向けた環境整備の検討を進める。さらに、メタバース71も含めた

コンテンツの利用拡大に向け、2023年通常国会での関連法案の提出を図る。Fintechの推

進のため、セキュリティトークン（デジタル証券）での資金調達に関する制度整備、暗号

資産について利用者保護に配慮した審査基準の緩和、決済手段としての経済機能に関する

解釈指針の作成などを行う72。 

 

                         
64 リニア中央新幹線については、2016 年、建設主体の当時の2045 年の東京・大阪間の全線開業計画について全線開業まで
の期間の最大８年間前倒し（最速2037年）を図るため、財政投融資を活用して2016年、2017年の２年間で３兆円の長期、
固定、低利の貸付けを行った。 

65 高速バスや鉄道、乗用車、路線バスなどの交通モード間の接続。 
66 分散型台帳とも呼ばれ、特定の帳簿管理者を置かずに、参加者が同じ帳簿を共有しながら資産や権利の移転などを記録し
ていく情報技術。 
67 特定のサービスに依存せずに、個人・法人によるデータのコントロールを強化する仕組み。やり取りするデータや相手方
を検証できる仕組み等の新たな信頼の枠組みをインターネット上に付加するもの。 

68 Non-Fungible Token（非代替性トークン）の略称。「偽造・改ざん不能のデジタルデータ」であり、ブロックチェーン上
で、デジタルデータに唯一の性質を付与して真贋性を担保する機能や、取引履歴を追跡できる機能をもつもの。 
69 Decentralized Autonomous Organization（分散型自律組織）の略称。中央集権的な存在に支配されることなく、誰でも
参加可能な組織であり、取引が自動的にブロックチェーン上に記録されるため、透明性と公平性に富んでいるとされる。 
70 次世代インターネットとして注目される概念。巨大なプラットフォーマーの支配を脱し、分散化されて個と個がつながっ
た世界。電子メールとウェブサイトを中心としたWeb1.0、スマートフォンとＳＮＳに特徴付けられるWeb2.0に続くもの。 
71 コンピューターやコンピュータネットワークの中に構築された、現実世界とは異なる３次元の仮想空間やそのサービス。 
72 ステーブルコインに関する制度整備等の安定的かつ効率的な資金決済制度の構築を含む。 
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（関係人口の拡大と個性をいかした地域づくり） 

関係人口の創出・拡大や二地域・多地域居住、地方でテレワークを活用することによる

「転職なき移住」の推進に向け、関係人口の実態把握とふるさと納税等の地域の取組の後

押し、地方企業や地域人材との交流・連携の促進、全国版空き家・空き地バンクの活用、

空き家や企業版ふるさと納税の活用等によるサテライトオフィスの整備等73を進める。地

域への人材還流を促進するため、地域おこし協力隊等自治体への人的支援の充実やまちづ

くりの中核となる経営人材の国内 100 地域への展開に取り組むとともに、「デジタル人材

地域還流戦略パッケージ」に基づき、地域企業への人材マッチング支援等74を行う。地域の

稼ぐ力の向上に向け、産学金官連携により地域の経済循環を担う地域密着型企業の立ち上

げ等を促進する。 

復帰50年を迎えた沖縄が、「強い沖縄経済」を実現し、日本の経済成長の牽引役となる

よう、改正沖縄振興特別措置法75等を最大限に活用し、観光を始めとする各種産業の振興、

北部・離島地域の振興、子供の貧困対策、人材の育成、基地跡地の利用等の沖縄振興策を

国家戦略として総合的・積極的に推進する。 

ゼロカーボン北海道、食と観光を担う生産空間の発展、北方領土隣接地域の振興等、北

海道開発を推進する。アイヌの人々の誇りが尊重される社会を実現するため、ウポポイを

拠点に取り組む。 

過疎地域や離島、半島、奄美、小笠原、豪雪地帯などの条件不利地域対策に取り組む。 

 

（中堅・中小企業の活力向上）  

地域の経済やコミュニティを支える中堅・中小企業の生産性向上等を推進し、その活力

を向上させ、経済の底上げにつなげていく。感染症に加え、デジタル、グリーン等の事業

環境変化への対応を後押ししつつ、切れ目のない継続的な中小企業等の事業再構築や生産

性向上の支援、円滑な事業承継やＭ＆Ａの支援、伴走支援を行う体制の整備等に取り組む。

これらの施策の活用によるサプライチェーン全体の付加価値の増大とその適切な分配を

推進するため、「パートナーシップ構築宣言」の拡大に取り組むとともに、取引適正化を強

力に推進76する。あわせて、2023年10月のインボイス制度実施を見据えて標準化された電

子インボイスの普及促進等を行うほか、中小企業のサイバーセキュリティ対策を支援する。 

加えて、創業等の促進のため、官民金融機関・信用保証協会における経営者保証に依存

しない融資を一層推進する。さらに、地域経済を牽引する事業の発展を推進するため、内

外の価格動向など事業環境の変化も踏まえ、ＥＣ活用等を通じた中堅・中小企業の輸出力

の強化や製品の試作・開発の支援体制強化を図るとともに、地域企業におけるＤＸ実現や

人材育成等の地域の主体的な取組を促進する。 

 

                         
73 「第２のふるさとづくり（何度も地域に通う旅、帰る旅）」の普及・定着を含む。 
74 プロフェッショナル人材戦略拠点と、地域金融機関、株式会社地域経済活性化支援機構が緊密に連携して行う取組の強化
等。 
75 沖縄振興特別措置法等の一部を改正する法律（令和４年法律第７号）。 
76 価格交渉・価格転嫁の促進、2026年の約束手形の利用廃止に向けた取組等について、強力に推進する。 



 

19 

（債務が増大している企業や家計への対応） 

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた企業に対して資金繰り等の支援に取り組ん

できた中、企業債務が増大していることに加え、原油等の価格高騰の影響を受けている状

況への対応に万全を期す。具体的には、地域の中核企業・中小企業・小規模事業者の実情

に応じた収益力改善・事業再生・再チャレンジを図るため、返済猶予・資金繰り支援、経

営改善・事業転換・再構築支援、資本基盤の強化、債務減免を含めた債務整理等に総合的

に取り組む。 

あわせて、感染症後に向けた事業再構築を容易にするため、債務がその足かせにならな

いよう、新たな事業再構築法制の整備を進める。 

また、債務が増大している生活困窮者への対応として、2023年１月から償還が始まる緊

急小口資金等の特例貸付について、住民税非課税世帯に対する償還免除や償還が困難な借

受人への相談支援等をきめ細かく行うとともに、そのための体制の整備を図る。 

 

（観光立国の復活） 

我が国の成長戦略の柱の一つであり、地方経済・雇用を支える観光立国の復活を図り、

地方創生を進める。 

国内交流需要喚起のため、感染状況等を踏まえて引き続き注意深く検討を行い、旅行者

等の安全を確保した上で、国内需要喚起策77を実施し、観光・交通事業者と連携して平日の

旅行促進等を推進する。新たな交流市場を開拓しつつ、宿泊施設改修やデジタル実装等、

観光地・観光産業の再生・高付加価値化について、基金化などの計画的・継続的な支援策

が可能となるよう制度を拡充するとともに、法整備も視野に強力に推進し、また、持続可

能な観光に向けた取組を進める。 

国際交通を支える航空・空港関連企業の経営基盤強化を図りつつ、インバウンドの戦略

的回復に取り組む。消費額増加や地方誘客促進のほか観光外交の推進78のため、きめ細か

なプロモーションを実施し、ＣＩＱ等の受入環境の整備や水際対策、外国人観光客の民間

医療保険への加入促進を進めつつ、サステナブルツーリズムやアドベンチャーツーリズム、

新たな観光コンテンツの創出、国立公園等の滞在環境上質化、高付加価値旅行者の誘客、

クルーズの再興と世界に誇るクルーズの拠点形成、カジノ規制の実施を含めたＩＲ整備等

を強力に推進する。日本酒、焼酎・泡盛等のユネスコ無形文化遺産への登録を目指す。 

 

（文化芸術・スポーツの振興）  

ソフトパワーを含む我が国が誇る文化芸術資源の持続可能な活用を通じた経済・地域活

性化を促進するため、統括団体等を通じた文化芸術団体・関係者の活動支援、文化芸術教

育や子供の文化芸術鑑賞・体験機会の確保、クリエーターの創作活動の支援、国立文化施

設や博物館の機能強化や日本博 2.0 等の「ＷＡＢＩ」の取組79を推進しつつ、インセンテ

                         
77 2022年度末まで執行可能な制度となっている。 
78 観光を通じた我が国の外交的プレゼンス向上。 
79 「「咲き誇れ！日本文化」戦略 ＷＡＢＩ-Worldwide Art Blossom Initiative-」（令和４年５月12日日本博総合推進会議）、
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ィブを付与した寄附を始めとする民間資金や文化ＤＸ80の一層の活用等により、文化財等

の保存と活用の好循環や日本の文化芸術・コンテンツの魅力の国内外への発信、グローバ

ル展開及び地方展開の着実な支援・収益基盤の強化を推進する。これらを通じ、アート市

場活性化を含め文化芸術の成長産業化81を図る。これらも含めた次期文化芸術推進基本計

画を本年度内に策定し、政府一体となって推進する。メディア芸術ナショナルセンターに

関する構想に基づき、必要な検討を行う。 

東京オリンピック・パラリンピック競技大会を通じて創出された多様なレガシーを着実

に継承・発展させる。スポーツツーリズムの推進を含め、日本らしいスポーツホスピタリ

ティ82を取り入れた、スポーツ・健康まちづくりの全国展開の加速化等を通じ、誰もが気軽

にスポーツに親しみ、その価値を実感できる、活力ある、絆の強い社会を実現する83。民間

資金やスポーツＤＸ84の一層の活用等により、指導者や活動団体の育成を通じて、スポー

ツの成長産業化やスポーツの発展を図る。運動部活動の地域移行と持続可能な地域スポー

ツ環境の一体的な整備に向けた取組を推進する。 

 

（４）経済安全保障の徹底 

新しい資本主義実現のための基礎的条件は国家の安全保障である。第３章で詳述するよ

うに、エネルギーや食料を含めた経済安全保障の徹底は、国際環境の変化に応じた新しい

資本主義の根幹となる。新しい資本主義では、外交・防衛のみならず、持続可能で包摂性

のある国民生活における安全・安心の確保を図る。 

また、権威主義国家の台頭に対しては、自由、民主主義、人権、法の支配といった普遍

的価値を重視する国々が団結し、自由で開かれた経済秩序の維持・強化を進め、自由貿易

を推進するとともに、不公正な経済活動に対する対応を強化する必要がある。 

 

 

第３章 内外の環境変化への対応 
 

１．国際環境の変化への対応 

（１）外交・安全保障の強化   

国際社会では、米中競争、国家間競争の時代に本格的に突入する中、ロシアがウクライ

ナを侵略し、国際秩序の根幹を揺るがすとともに、インド太平洋地域においても、力によ

                         
国際的なアートフェアの誘致、文化財の匠プロジェクトや文化観光拠点等の整備及び日本遺産の推進、地域の伝統行事等の
伝承等。三の丸尚蔵館収蔵品の地方展開も引き続き実施。 
80 デジタル技術を活用した文化芸術活動等の効果的・効率的な推進を指し、著作権制度改革を含む。 
81 映像作品のロケ誘致活動やｅスポーツ（コンピューターゲーム、ビデオゲームを使った対戦をスポーツ競技として捉える
際の名称）等、文化関連産業の振興を含む。 
82 「する・みる・ささえる」スポーツを行う人々が、そこに「あつまる」ことで、これまで以上に「より良く楽しむ」こと
を可能とする取組・行為全般を示す概念。 
83 「第３期スポーツ基本計画」（令和４年３月25日文部科学大臣決定）に基づく。 
84 デジタル技術を用いてデータ利活用を拡大し、それに伴う資金循環システムの強化等も含め、スポーツ活動の変革を推進
することを指す。 
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る一方的な現状変更やその試みが生じており、安全保障環境は一層厳しさを増しているこ

とから、外交・安全保障双方の大幅な強化が求められている85。こうした中、同志国の集ま

りであるＧ７の政策協調が密接に行われるようになってきているとともに、「自由で開か

れたインド太平洋」の実現に向けた協力も一層重要になってきている。また、ＮＡＴＯ諸

国においては、国防予算を対ＧＤＰ比２％以上とする基準を満たすという誓約へのコミッ

トメントを果たすための努力を加速することと防衛力強化について改めて合意がなされ

た86。 

我が国は、次期Ｇ７議長国として、自由、民主主義、人権、法の支配といった普遍的価

値に基づく国際秩序の維持・発展のための外交を積極的に展開する。ウクライナ侵略には

経済制裁等により毅然と対応し、ウクライナ及び周辺国等への支援を強化する。「自由で

開かれたインド太平洋」の実現に向け、日米同盟を基軸としつつ、豪印、ＡＳＥＡＮ、欧

州、太平洋島しょ国等の国・地域との協力を深化させ、日米豪印の取組等も活用するとと

もに、ＴＩＣＡＤ８を通じアフリカとの連携を強化する。安保理改革を含む国連の強化、

法の支配の確立、国際機関邦人職員の増強、国際裁判を含む国際法に基づく紛争解決、コ

ロナ禍からの回復を含む地球規模課題への取組を推進し、人権問題、人間の安全保障、核

を含む軍縮・不拡散等の課題に取り組む。 

北朝鮮との関係では、日朝平壌宣言に基づき、拉致、核、ミサイルといった諸懸案を包

括的に解決し、不幸な過去を清算して、国交正常化を目指す。 

これらの取組を推進するため、時代に即した国際協力の在り方を模索するとともに、国

際機関とＯＤＡを通じた国際協力を適正・効率的かつ戦略的に活用しつつ、ＯＤＡを拡充

する87ほか、偽情報対策・戦略的対外発信、親日派・知日派の育成、デジタル化・情報防護、

情報収集・分析力の向上等を推進し、外交力の強化に取り組む。 

その基盤として、人的体制、財政基盤、在外公館の整備を図り、邦人保護体制等を含め

外交・領事実施体制を抜本的に強化する。 

また、前述の情勢認識を踏まえ、新たな国家安全保障戦略等の検討を加速し、国家安全

保障の最終的な担保となる防衛力を５年以内に抜本的に強化する。 

特に、スタンド・オフ防衛能力や無人化装備、宇宙・サイバー・電磁波領域を含む領域

横断能力、機動展開能力、指揮統制・情報関連機能を強化するとともに、政府の他の枠組

みも活用しつつ、民生技術を取り込み、ＡＩ、無人機、量子等の先端技術の研究開発を進

める。 

あわせて、防衛力の持続性・強靱性を確保するとともに、現有装備品を真に有効に活用

するため、必要な弾薬の確保、装備品の維持整備、隊舎・宿舎の老朽化対策への重点的な

取組を進める。 

                         
85 2022年５月23日の日米首脳会談において両首脳は、日米同盟を強化することを改めて確認したほか、台湾に関する両国
の基本的な立場に変更はないことを確認し、国際社会の安全と繁栄に不可欠な要素である台湾海峡の平和と安定の重要性を
強調するとともに、両岸問題の平和的解決を促した。 
86 ＮＡＴＯ諸国の中でＧ７メンバーでもあるドイツは、国防予算を対ＧＤＰ比２％とすることを表明し、そのために憲法に
相当する基本法を改正し、新規借入によって1,000億ユーロの特別基金を設立しつつ、その償還方法については別途法律で
定めることとしている。 
87 ＪＩＣＡによる人材育成等の協力を含む。 
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加えて、装備品の取得に関し、国内の防衛生産・技術基盤を維持・強化する観点を一層

重視するとともに、基盤強化のために装備移転に係る見直しを含めた所要の制度整備を行

うなど、より踏み込んだ取組を検討する。 

質の高い自衛隊員の十分な確保や処遇改善等を通じて人的基盤を強化するとともに、在

日米軍再編及び基地対策の推進等を図る。 

こうした様々な取組を積み上げ、将来にわたり我が国を守り抜く防衛力を構築する。 

その際、本年末に改定する「国家安全保障戦略」及び「防衛計画の大綱」を踏まえて策

定される新たな「中期防衛力整備計画」の初年度に当たる令和５年度予算については、同

計画に係る議論を経て結論を得る必要があることから予算編成過程において検討し、必要

な措置を講ずる。 

「海洋基本計画」88を改訂し、海洋観測・調査、海洋状況把握を含む海洋の安全保障等の

取組を強力に推進するとともに、新たな国家安全保障戦略の策定の取組の中で、巡視船の

増強、老朽代替の促進、無操縦者航空機を始めとした新技術の活用による監視能力の強化、

人材育成等により海上保安体制を強化するとともに、海上保安庁と自衛隊の連携強化や海

外の海上保安機関との協力体制の強化を図る。 

 

（２）経済安全保障の強化 

国家・国民の安全を経済面から確保する観点から、経済活動の自由との両立を図りつつ、

安全保障の確保に関する経済施策を総合的・効果的に推進する。新たな国家安全保障戦略

等の策定に当たり、経済安全保障を重要な課題と位置付ける。基幹産業が直面するリスク

を総点検・評価し、脆弱性を解消するための取組を定式化し、継続・深化していく。 

経済安全保障推進法89を着実に施行すべく、速やかに基本方針を策定し、サプライチェ

ーン及び官民技術協力に関する施策については、先行して可能な限り早期に実施する。 

半導体、レアアースを含む重要鉱物、電池、医薬品等を始めとする重要な物資について、

供給途絶リスクを将来も見据えて分析し、物資の特性に応じて、基金等の枠組みも含め、金

融支援や助成などの必要な支援措置を整備することで、政府として安定供給を早急に確保

する。基幹インフラの事前審査制度について、各省における事業者からの相談窓口の設置

を含め円滑な施行に向けた取組を進める。シンクタンクを立ち上げるとともに、先端的な

重要技術の育成を進めるプロジェクトを早急に強化し、速やかに5,000億円規模とするこ

とを目指して、実用化に向けた強力な支援を行う。特許出願の非公開制度について、必要

なシステム整備を含め円滑な施行に向けた取組を進める。 

外為法90上の投資審査について、地方支分部局も含めた情報収集・分析・モニタリング等

の強化を図るとともに、指定業種の在り方について検討を行う。ロシアによるウクライナ

侵略も踏まえ、新たな安全保障貿易管理の枠組みの検討も含めた先端技術を保有する民主

                         
88 平成30年５月15日閣議決定。 
89 経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律（令和４年法律第43号）。 
90 外国為替及び外国貿易法（昭和24年法律第228号）。 
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主義国家による責任ある技術管理や、各種制裁の効果的な実施、経済的威圧への対応を含

め、同盟国・同志国との連携を強化する。重要土地等調査法91に基づき、土地等利用状況調

査等を着実に進める。 

 国際共同研究等における具体的事例の検証等を踏まえつつ、重要情報を取り扱う者への

資格付与について制度整備を含めた所要の措置を講ずるべく検討を進める。先端技術・機

微技術を保有するなど、次世代に不可欠な技術の開発・実装の担い手となる民間企業への

資本強化を含めた支援の在り方について検討を行う。日米首脳での合意に基づき、先端半

導体基盤の拡充・人材育成に加え、2020年代後半に次世代半導体の設計・製造基盤を確立

する。国際情勢の変化等を踏まえたサイバーセキュリティの確保に向けた官民連携や分析

能力の強化について、技術開発の推進や制度整備を含めた所要の措置を講ずるべく検討を

進める。政府が扱う情報の機密性等に応じたクラウドの利用方針を年内に定め、必要なク

ラウドの技術開発等を支援し、クラウド等に係る政府調達に反映する。 

 国家安全保障局を司令塔とした、関係府省庁を含めた経済安全保障の推進体制の強化を

図るとともに、内閣府に経済安全保障推進室（仮称）を速やかに設置し、情勢の変化に柔

軟かつ機動的に対応する観点から関係省庁の事務の調整を行う枠組みを整備する。インテ

リジェンス能力を強化するため、情報の収集・分析等に必要な体制を整備する。 

 

（３）エネルギー安全保障の強化 

ロシアによるウクライナ侵略を踏まえ、エネルギー安全保障の確保が諸外国でも改めて

重要課題に浮上する中、エネルギーの安定的かつ安価な供給の確保を大前提に、脱炭素の

取組92を加速させるとともに、エネルギー自給率の向上を図る。そのため、徹底した省エネ

ルギーを進めるとともに、再生可能エネルギー、原子力などエネルギー安全保障に寄与し、

脱炭素効果の高い電源を最大限活用する。また、電力需給ひっ迫を踏まえ、供給力の確保、

電力ネットワークやシステムの整備などを図るとともに、脱炭素のエネルギー源を安定的

に活用するためのサプライチェーン維持・強化、安全最優先の原発再稼働、厳正かつ効率

的な審査を含む実効性ある原子力規制や、道路整備等による避難経路の確保等93を含む原

子力防災体制の構築を進めていく。 

化石燃料・資源のロシア依存度低減や供給途絶への対策のため、ロシア以外の調達先の

多角化や、主要消費国と連携した生産国への増産働きかけ、使用量低減対策を行う。また、

石油備蓄放出の機動性向上やＳＳ94事業者の経営力強化、特にＬＮＧについて国による調

達関与の強化等を通じて、燃料供給体制を強化する。 

また、レアメタル権益の確実な確保に向けた支援措置95など安定供給体制の強化や、メ

タンハイドレート、海底熱水鉱床、レアアース泥等の国産海洋資源の確保に加え、金属鉱

物資源等の安定確保に向けた資源循環の促進に取り組む。 

                         
91 重要施設周辺及び国境離島等における土地等の利用状況の調査及び利用の規制等に関する法律（令和３年法律第84号）。 
92 第２章１．（４）の取組を含む。 
93 緊急時避難円滑化事業による避難の円滑化や高度被ばく医療の質の向上等を含む。 
94 サービスステーションの略称。 
95 石油天然ガス・金属鉱物資源機構による出資・債務保証など。 
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（４）食料安全保障の強化と農林水産業の持続可能な成長の推進 

我が国の食料・農林水産業が輸入に大きく依存してきた中で、世界の食料需給等を巡る

リスクが顕在化していることを踏まえ、生産資材の安定確保、国産の飼料や小麦、米粉等

の生産・需要拡大、食品原材料や木材の国産への転換等を図るとともに、肥料価格急騰へ

の対策の構築等の検討を進める。今後のリスクを検証し、将来にわたる食料の安定供給確

保に必要な総合的な対策の構築に着手し、食料自給率の向上を含め食料安全保障の強化を

図る。 

気候変動に対応しつつ人口減少に伴う国内市場縮小や農林漁業者減少等の課題克服に

向け、人材育成を始め農林水産業の持続可能な成長のための改革96を更に進める。 

みどり戦略の実現に向け、2030 年目標やみどりの食料システム法97に基づき、新技術の

開発、有機農業の推進、環境負荷低減の見える化等を進める。 

国内生産の維持・拡大のためにも、改訂輸出戦略98等に基づき、オールジャパンで輸出に

取り組む認定輸出促進団体、輸出産地・事業者を支援するＧＦＰ99、輸出支援プラットフォ

ームの体制や活動支援等を強化する。 

中山間地域等を含めた生産基盤の確保・強化、農山漁村の活性化に向け、スマート農林

水産業の実装加速化、支援サービス事業の育成等の推進、改正基盤法100による地域計画の

策定、農地バンクを活用した農地の集積・集約化、担い手等の確保等の推進、デジタル技

術を活用した農山漁村の課題解決のための枠組みの創設を行う。土地改良事業により農地

の大区画化や汎用化・畑地化を進めるとともに、鳥獣対策、家畜疾病対策を推進する。地

域食材を活用した高付加価値化を始め食品産業の持続可能な取組を進める。 

再造林促進や林道等の生産基盤整備等を含む木材の安定的・持続的な供給体制の構築、

ＣＬＴ101等の木材利用拡大を進める。 

着実な資源管理、養殖業の成長産業化、漁業者の経営安定、漁船等の生産基盤整備、海

業の振興等を進める。 

 

（５）対外経済連携の促進 

（国際連携の強化） 

多国間主義重視の下、人権を尊重し、環境にも配慮しつつ、自由で公正な経済圏の拡大、

ルールに基づく多角的貿易体制の維持・強化に取り組む102。同時に、資本主義に内在する

課題を克服し、持続可能な経済社会を創り上げ、社会課題の解決を新たな成長の源泉とす

ることで、世界のＳＤＧｓ達成に貢献する。 

                         
96 「農林水産業・地域の活力創造プラン」（令和３年12月24日農林水産業・地域の活力創造本部改訂）等に基づく改革。 
97 環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律（令和４年法律第37号）。 
98 「農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略」（令和２年12月15日農林水産業・地域の活力創造本部決定）。2025年までに２
兆円、2030年までに５兆円とする輸出額目標を実現するため、実行する施策をまとめた戦略。 
99 「農林水産物・食品輸出プロジェクト」（輸出に意欲のある生産者等に対し、コミュニティサイトへの登録を通じて、輸出
訪問診断や輸出商社等とのマッチング、情報提供など各種サポートを行う取組。）。 
100 農業経営基盤強化促進法等の一部を改正する法律（令和４年法律第56号）。 
101 Cross Laminated Timberの略称。直交集成板。ひき板を繊維方向が直交するように積層接着した重厚なパネル。 
102 ＵＮＣＩＴＲＡＬ等でのルール形成を含む。 
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ＤＦＦＴ103の具体的推進に向け、国際的なルール作りを進めるとともに、2023年日本で

開催されるＧ７での一定の成果を目指す。また、ＷＴＯ改革に積極的に取り組む。ＴＰＰ

11 の着実な実施及び高いレベルを維持しながらの拡大に向けた議論を主導するとともに、

ＲＣＥＰ協定の円滑な運用及び履行の確保に取り組む。ＩＰＥＦ104については、インド太

平洋地域への米国の強いコミットメントを示すものとして歓迎し、我が国は米国及びＡＳ

ＥＡＮ諸国・インドを含むパートナー国と連携して地域の繁栄と経済秩序の構築に取り組

み、加えて、米国にはＴＰＰ復帰を働きかける。日米経済政策協議委員会（経済版２＋２）

等も活用し、米国との経済分野での連携を深めるほか、ＥＵ及び英国との経済関係を更に

強化する。また、「総合的なＴＰＰ等関連政策大綱」105に基づく施策を実施する。投資関連

協定やＯＤＡ等106の活用、海外ビジネス投資支援室（仮称）の設置等を通じ、企業の海外

展開を促進し、コロナ後の世界での成長力強化を図る。また、予見可能性を高める国際協

調の下、企業のサプライチェーンにおける人権尊重の指針を策定する。 

技術開発やインフラ整備、技術標準、クレジット活用を通じて、ＡＥＴＩ107等を強化・

具体化しつつ、アジア・ゼロエミッション共同体構想の実現を目指すなど、気候変動・エ

ネルギー分野のリーダーシップをとる。プラスチック汚染対策では、我が国の技術を活用

し、条約交渉及び「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」を主導する。グローバルヘルス

戦略に基づき、官民資金の拡充を図りつつ、感染症に対する予防・備え・対応の強化など

世界の保健課題の解決に貢献し、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（ＵＨＣ）の達成を

目指すほか、ＷＨＯとの連携について協議する。また、薬剤耐性対策において市場インセ

ンティブなどの薬剤耐性菌の治療薬を確保するための具体的な手法を包括的に検討した

上で結論を出し、国際的な議論において主導的な役割を果たす。デジタル化、サプライチ

ェーンの強靱化、質の高いインフラ、水循環、環境保全、女性等の分野でも取組を進める。

上記の取組やスマートシティ等の案件形成支援、公的金融の機能強化を含め、「インフラ

システム海外展開戦略2025」108に基づく施策を着実に進める。また、2025年大阪・関西万

博、2027年国際園芸博覧会を始め、大規模国際大会等109に向け着実な準備を進める。 

 

（対日直接投資の推進） 

旺盛な海外需要を取り込み、我が国経済の活力や長期的な成長力を高めるため、イノベ

ーション創出やサプライチェーン強靱化等につながる対日直接投資を戦略的に推進する。

対日直接投資残高を2030年に80兆円との目標達成に向け、投資先としての我が国の魅力

を高める。あわせて、水際措置の段階的緩和のタイミングも捉えて、我が国のビジネス環

境や技術の強み等についての内外への発信を強化する。 

その際、海外企業が求める人材育成を強化するとともに、医療、教育等の面での外国人

                         
103 Data Free Flow with Trust（信頼性のある自由なデータ流通）の略称。 
104 Indo-Pacific Economic Framework（インド太平洋経済枠組み）の略称。 
105 令和２年12月８日ＴＰＰ等総合対策本部決定。 
106 法制度整備支援を含む。 
107 アジア・エネルギー・トランジション・イニシアティブの略称。 
108 令和２年12月10日経協インフラ戦略会議決定。 
109 ワールドマスターズゲームズ2021関西、第19回ＦＩＮＡ世界水泳選手権2022福岡大会等。 
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の生活環境の向上、行政手続のワンストップ化・デジタル化による効率化、法令・行政文

書の英語化や理解の促進等の環境整備を進める。また、経済安全保障の観点にも留意しな

がら、ＤＸやＧＸの推進、スタートアップの育成などに資する、プッシュ型の重点支援、

日本企業の経営力強化のための外資誘致・活用等への支援、海外企業と地域の企業・大学

等を結び付ける支援を行う。さらに、より多くの海外の金融事業者を我が国に呼び込むた

め、国際金融センターの機能を強化する。あわせて、国際仲裁の活性化を図る。 

 

（外国人材の受入れ・共生）  

高度外国人材の受入れや活躍を推進するほか、特定技能制度の受入分野追加は、分野を

所管する行政機関が人手不足状況が深刻であること等を具体的に示し、法務省を中心に適

切な検討を行う。技能実習制度について人権への配慮等の運用の適正化を行う。これらを

含めて、制度の在り方に関する見直しの検討を行う。さらに、人道的な観点から真に庇護

すべき者を確実に保護するとともに、送還忌避・長期収容等の課題解消を図る法整備に取

り組む。これに加え、外国人が暮らしやすい地域社会づくりのほか、在留カードとマイナ

ンバーカードの一体化の検討、日本語教育の推進や外国人児童生徒等の就学促進110を含め、

「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」等111に基づき施策を着実に実施し、外

国人との共生社会の実現に向けて取り組む。 

 

２．防災・減災、国土強靱化の推進、東日本大震災等からの復興 

（防災・減災、国土強靱化）  

切迫する大規模地震災害112、相次ぐ気象災害、火山災害、インフラ老朽化等の国家の危

機に打ち勝ち、国民の生命・財産・暮らしを守り、社会の重要な機能を維持するため、「国

土強靱化基本計画」113に基づき、必要・十分な予算を確保し、自助・共助・公助を適切に

組み合わせ、ハード・ソフト一体となった取組を強力に推進する。中長期的な目標の下、

取組の更なる加速化・深化のため、追加的に必要となる事業規模等を定めた「防災・減災、

国土強靱化のための５か年加速化対策」114を推進し、引き続き、災害に屈しない国土づく

りを進める。 

また、国土強靱化基本法115の施行から10年目を迎える中、これまでの成果や経験をいか

し、「５か年加速化対策」後も、中長期的かつ明確な見通しの下、継続的・安定的に国土強

靱化の取組を進めていくことの重要性等も勘案して、次期「国土強靱化基本計画」に反映

する。 

近年の災害を踏まえ、盛土の安全確保対策の推進、災害に強い交通ネットワークの構築、

                         
110 日本語教師の新たな資格制度及び日本語教育機関の水準の維持向上を図る認定制度に関する新たな法案の速やかな提
出、地域の日本語教育の体制づくり、学校における日本語指導体制整備を含む。 
111 「外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議」において改訂される予定。あわせて、外国人との共生社会の実現に
向けて今後５年間に取り組むべき方策等を示すロードマップを策定することとしている。 
112 南海トラフ地震、首都直下地震、日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震等（これらに起因する津波を含む。）。 
113 平成30年12月14日閣議決定。 
114 令和２年12月11日閣議決定。 
115 強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法（平成25年法律第95号）。 
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豪雪時の道路交通確保対策の強化、建築物の安全性向上、無電柱化等を推進するとともに、

激甚化・頻発化する水害・土砂災害や高潮・高波への対策として、流域治水の取組116を推

進する。インフラ老朽化対策117やスマート保安を加速するとともに、ＤＸの推進などによ

るＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ118及び気象台等の防災体制・機能並びに消防団を含む消防防災力の

拡充・強化、次期静止気象衛星やデジタル技術等を活用した防災・減災対策の高度化119、

船舶活用医療120の推進、医療コンテナの活用を通じた医療体制の強化121、地方自治体によ

るタイムライン防災の充実強化を図るための気象防災アドバイザーや地域防災マネージ

ャーの拡充、学校などの避難拠点等の防災機能強化や熱中症対策を含む環境改善、被災者

支援等を担う人材の確保・育成122、要配慮者避難や災害ケースマネジメント123の促進等の

地域防災力の向上や事前防災に資する取組を推進する。気候変動に伴う災害リスクへの対

応に関するグローバルな新事業機会の創出を推進する。 

 

（東日本大震災等からの復興）  

東北の復興なくして、日本の再生なし。復興庁を司令塔に、「「第２期復興・創生期間」

以降における東日本大震災からの復興の基本方針」124等に基づき、被災地の復興・再生に

全力を尽くす。地震・津波被災地域では、被災者の心のケアなど残された課題に取り組む。

原子力災害被災地域の復興・再生には中長期的な対応が必要であり、今後も国が前面に立

って取り組む。東京電力福島第一原発の廃炉及び環境再生を安全かつ着実に進める。ＡＬ

ＰＳ処理水については、基本方針125及び行動計画126等に基づき、引き続き、地元等の声を

受け止め、科学的知見に基づくモニタリング等を含む安全性への理解の醸成や漁業者等の

事業の継続・拡大への支援など、必要な対策に万全を期す。住民の帰還促進と併せ、移住・

定住の促進を図る。たとえ長い年月を要するとしても、将来的に帰還困難区域の全てを避

難指示解除し、復興・再生に責任を持って取り組むとの決意の下、まずは、特定復興再生

拠点区域の避難指示解除に向けて、引き続き除染やインフラ整備等を着実に進めるととも

に、拠点区域外については、基本的方針127に基づき、2020年代をかけて、帰還意向のある

住民が帰還できるよう、避難指示解除の取組を進める。創業支援や実装フィールド整備、

高専等と連携した地元人材育成等による福島イノベーション・コースト構想の具体化を図

                         
116 堤防・遊水地・ダム・砂防堰堤・下水道・ため池の整備、森林整備・治山対策、ダムの事前放流・堆砂対策等、内水対策
等の事前防災対策、水害リスク情報の提供及び災害リスクの高い土地の利用規制と併せた安全な土地への移転誘導、線状降
水帯・洪水等の予測精度向上、最新の気象予測技術を活用したダム運用の高度化、グリーンインフラの活用等。 
117 頭首工など農業水利施設の戦略的な保全管理の推進を含む。 
118 Technical Emergency Control Force の略称。緊急災害対策派遣隊。 
119 災害対応機関が活用する防災デジタルプラットフォーム、災害時などにドローン・センサー等を活用し現場の状況を収集
する防災ＩｏＴ、通信インフラ基盤の整備等。 
120 災害時等において民間船舶や自衛隊艦艇等を活用し、医療提供を行う取組。 
121 医療コンテナの導入状況の把握、活用促進の検討、情報発信等。 
122 地域の実情も踏まえた民間団体・行政等による連携・協働の促進、避難生活支援を担う地域のボランティア人材の育成、
防災教育の実施等。 
123 一人ひとりの被災者の状況を把握した上で、関係者が連携して、被災者に対するきめ細やかな支援を実施する取組。 
124 令和３年３月９日閣議決定。 
125 「ＡＬＰＳ処理水の処分に関する基本方針」（令和３年４月13日廃炉・汚染水・処理水対策関係閣僚等会議決定）。 
126 「ＡＬＰＳ処理水の処分に関する基本方針の着実な実行に向けた行動計画」（令和３年12月28日ＡＬＰＳ処理水の処分
に関する基本方針の着実な実行に向けた関係閣僚等会議決定）。 
127 「特定復興再生拠点区域外への帰還・居住に向けた避難指示解除に関する考え方」（令和３年８月31日原子力災害対策本
部・復興推進会議決定）。 
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る。この構想の更なる発展に向けて、福島新エネ社会構想の実現に向けた取組を進めつつ、

「創造的復興の中核拠点」となる福島国際研究教育機構の長期・安定的な運営に政府を挙

げて取り組むとともに、研究開発や産業化、人材育成の取組を加速させる。あわせて、デ

ジタル技術や映像・芸術等のソフトパワー等を活用した街づくりを推進する。また、災害

からの復旧・復興に全力を尽くす。 

 

３．国民生活の安全・安心 

良好な治安確保のため、関係府省庁間で連携し、テロの未然防止やインテリジェンス機

能の強化を含むサイバーセキュリティ対策等を着実に進める。また、有事に備えた国民保

護施策を推進する。金融機関等の検査・監督強化等、マネロン・テロ資金供与・拡散金融

対策を推進するとともに、国際基準に対応するための法案を早期に国会に提出する。 

高齢運転者等の事故防止や自動車事故による被害者の支援、特殊詐欺等への対策に向け

た取組を推進する。 

本年度中に実効性のある次期「再犯防止推進計画」128を策定し、地方公共団体との連携

強化等の施策を推進する。また、国内外の予防司法支援機能や総合法律支援の充実・強化、

司法分野のデジタル化の推進、インターネット上の人権侵害への対策の強化とともに、「第

４次犯罪被害者等基本計画」129を基として、取組の強化を推進する。法務分野でのＡＳＥ

ＡＮとの連携強化を始め、司法外交を外交一元化の下で推進し、国際法務人材を育成する。 

消費者の判断を歪めるようなデジタル広告130に対応した制度整備、消費者団体訴訟制度

の一層の活用促進131、消費生活相談のデジタル化やフードバンク支援を含めた食品ロス削

減を始めとする消費者政策132を推進する。 

 

 

第４章 中長期の経済財政運営 
 

１． 中長期の視点に立った持続可能な経済財政運営 

第１章で述べた時代認識とそれに対して必要な取組や政策の方向性を踏まえ、持続可能

な経済財政運営を行う。 

まずは、急激な輸入物価上昇の中にあって、安定的な物価上昇の下での持続的かつ力強

い経済成長の実現が重要であり、第１章で述べた経済財政運営に関する枠組みの下、「成

長と分配の好循環」を拡大する。特に、資本主義のバージョンアップに向けて、社会課題

の解決に向けた官民連携を成長の源泉とする。このための計画的な重点投資、規制・制度

改革を通じて力強い成長を取り戻すとともに、分配戦略により成長の果実を幅広く行き渡

らせる。 

                         
128 保護司・更生保護施設等の民間協力者と協働した満期釈放者対策等、矯正施設での適切な被収容者処遇の充実を含む。 
129 令和３年３月30日閣議決定。 
130 ステルスマーケティング等を含む。 
131 改正消費者裁判手続特例法に基づく制度。 
132 消費者志向経営や若年者への消費者教育、食品表示のデジタル活用等を含む。 
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その際、予算の単年度主義の弊害を是正する。税制の将来にわたる効果を見据えた動的

思考を活用する。また、成長と分配の好循環に資する官民投資に重点化し、構造変化を促

すインセンティブ・仕組みを構築するとともに、個々の予算を効果的・効率的なものとし、

成果の検証の強化を進める。 

財政健全化の「旗」を下ろさず、これまでの財政健全化目標に取り組む。経済あっての

財政であり、現行の目標年度により、状況に応じたマクロ経済政策の選択肢が歪められて

はならない。必要な政策対応と財政健全化目標に取り組むことは決して矛盾するものでは

ない。経済をしっかり立て直し、そして財政健全化に向けて取り組んでいく。ただし、感

染症及び直近の物価高の影響を始め、内外の経済情勢等を常に注視していく必要がある。

このため、状況に応じ必要な検証を行っていく。 

 

（官民連携による計画的な重点投資の推進） 

持続的な成長には、需要創出と同時に、供給力を高める効果も持つ「投資」の拡大が不

可欠である。世界的に不確実性が増大し、民間企業の投資への逡巡が懸念される中でこれ

を実現するには、政府が、民間の予見可能性を高め、民間投資の呼び水となる効果的・効

率的な支出（ワイズスペンディング）を思い切って行うことで、これまで長期にわたり低

迷してきた民間投資を喚起し、可及的速やかに経済を安定成長経路に乗せていく必要があ

る。 

このため、投資促進に向けては、「人への投資」、「科学技術・イノベーションへの投資」、

「スタートアップへの投資」、「ＧＸへの投資」、「ＤＸへの投資」を重点投資分野に位置付

ける。計画的な投資と課題解決に必要な制度改革を含めたロードマップ133を官民で共有し、

それに基づいて、必要な財源を確保しつつ、事業の性質に応じた基金や、税制も活用しな

がら、大胆な重点投資を、官民連携の下で中長期的かつ計画的に推進する。 

 

（単年度予算の弊害是正） 

政策の長期的方向性や予見可能性を高めるよう、単年度主義の弊害を是正し、国家課題

に計画的に取り組む。事業の性質に応じた基金の活用等を進めるとともに、年度末の予算

消化などの予算単年度主義に起因する弊害についても、年度を跨ぐ予算執行が可能となる

よう、柔軟かつ適切に対応する。 

 

（持続可能な債務管理に向けて） 

我が国の債務残高は毎年の財政赤字が積み上がっており、今後も、安定的な国債の借換

えのための環境を実現していく必要がある。また、債務残高対ＧＤＰ比をコントロールし

ていく観点からも名目成長率を高めることが重要である。 

 

                         
133「人への投資」を強化する３年間で4,000億円規模の施策パッケージ、「第６期科学技術・イノベーション基本計画」、
「スタートアップ育成５か年計画」、「クリーンエネルギー戦略」、「デジタル田園都市国家インフラ整備計画」、「デジタル社
会の実現に向けた重点計画」等。 
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（効果的・効率的な支出の推進とＥＢＰＭの徹底強化） 

今後これまで以上に歳出の中身をより結果につながる効果的なものとすることが重要

となる。効果的・効率的な支出（ワイズスペンディング）の推進に向けて、国民各層の意

識や行動の変容につながる見える化、先進・優良事例の全国展開、インセンティブ改革、

公的部門の産業化、ＰＰＰ／ＰＦＩや共助も含めた民間活力の最大活用などの経済・財政

一体改革の取組を抜本強化する。また、コロナ禍での累次の補正予算について、その使い

道、成果について、見える化する。 

ＥＢＰＭの手法の実践に向け、行政事業レビューシートを順次見直し、予算編成プロセ

スでのプラットフォームとしての活用等134を進める。また、政策立案・実施に投入するリ

ソースの確保に向け政府の評価関連作業の合理化を進めるとともに、ＥＢＰＭの取組を強

化135するため、エビデンスによって効果が裏付けられた政策やエビデンスを構築するため

のデータ収集等に予算を重点化する。 

予算の単年度主義の弊害是正に向け、事業の性質に応じた基金を活用しつつ、重要な政

策課題に取り組む基金についてＥＢＰＭの手法を前提としたＰＤＣＡの取組を推進する。

また、計画的な投資と課題解決に必要な制度改革を含めたロードマップについても、こう

した考え方に立って取組を進める。 

政府向け及び一般向けの可視化等を含めた統計データのエコシステムの構築に向けて

取り組むとともに、ＧＤＰ統計等における無形資産の捕捉強化や、文化資源コンテンツの

価値等のソフトパワーの把握・計測等、さらに各政策分野におけるＫＰＩへのWell-being

指標の導入を進める。また、公的統計の不適切な取扱いを繰り返さぬよう、集中的な統計

改革を行う。 

 

（税制改革） 

経済成長と財政健全化の両立を図るとともに、少子高齢化、グローバル化等の経済社会

の構造変化に対応したあるべき税制の具体化に向け、包括的な検討を進める。 

骨太方針2021136等も踏まえ、応能負担を通じた再分配機能の向上・格差の固定化防止を

図りつつ、公平かつ多様な働き方等に中立的で、デジタル社会にふさわしい税制を構築し、

経済成長を阻害しない安定的な税収基盤を確保するため、税体系全般の見直しを推進する。

納税環境の整備と適正・公平な課税の実現の観点から制度及び執行体制の両面からの取組

を強化するとともに、新たな国際課税ルールへの対応を進める。 

 

２． 持続可能な社会保障制度の構築  

（全世代型社会保障の構築） 

全世代型社会保障は、「成長と分配の好循環」を実現するためにも、給付と負担のバラン

スを確保しつつ、若年期、壮中年期及び高齢期のそれぞれの世代で安心できるよう構築す

                         
134 記載事項の検索のためのレビューシートのデータベース構築や補正予算のレビューシートの前倒し作成。 
135 経済産業研究所におけるＥＢＰＭセンター設置等の例がある。 
136 「経済財政運営と改革の基本方針2021」（令和３年６月18日閣議決定）。 
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る必要がある。そのために、社会保険を始めとする共助について、包摂的で中立的な仕組

みとし、制度による分断や格差、就労の歪みが生じないようにする。これにより、我が国

の中間層を支え、その厚みを増すことに寄与する。給付は高齢者中心、負担は現役世代中

心というこれまでの社会保障の構造を見直し、能力に応じて皆が支え合うことを基本とし

ながら、それぞれの人生のステージに応じて必要な保障をバランスよく確保する。その際、

給付と負担のバランスや現役世代の負担上昇の抑制を図りつつ、後期高齢者医療制度の保

険料賦課限度額の引上げを含む保険料負担の在り方等各種保険制度における負担能力に

応じた負担の在り方等137の総合的な検討を進める。全世代型社会保障の構築に向けて、世

代間の対立に陥ることなく、全世代にわたって広く基本的な考え方を共有し、国民的な議

論を進めていく。 

男女が希望どおりに働ける社会を構築するため、男性や非正規雇用労働者の育児休業取

得促進や子育て支援138に取り組む。そして、子育て・若者世代が出産・育児によって収入

や生活に不安を抱くことなく、仕事と子育てを両立できる環境を整備するために必要とな

る更なる対応策について、国民的な議論を進める。勤労者皆保険の実現に向けて、被用者

保険の適用拡大の着実な実施や更に企業規模要件の撤廃・非適用業種の見直しの検討、フ

リーランス・ギグワーカーへの社会保険適用について被用者性の捉え方等の検討を進める。

家庭における介護の負担軽減のため介護サービスの基盤整備等を進める。公的価格の費用

の見える化等を行った上で、職種毎に仕事の内容に比して適正な水準まで賃金が引き上が

り、必要な人材が確保されること等を目指して、現場で働く方々の更なる処遇改善に取り

組んでいく。また、独居の困窮者・高齢者等に対する相談支援や医療・介護・住まいの一

体的な検討・改革等地域共生社会づくりに取り組む。また、医療・介護提供体制などの社

会保障制度基盤の強化については、今後の医療ニーズや人口動態の変化、コロナ禍で顕在

化した課題を踏まえ、質の高い医療を効率的に提供できる体制を構築するため、機能分化

と連携を一層重視した医療・介護提供体制等の国民目線での改革を進めることとし、かか

りつけ医機能が発揮される制度整備を行うとともに、地域医療連携推進法人の有効活用や

都道府県の責務の明確化等に関し必要な法制上の措置を含め地域医療構想を推進する。あ

わせて、医師の働き方改革の円滑な施行に向けた取組を進める。その他基盤強化に向けて、

医療費適正化計画の在り方の見直しや都道府県のガバナンスの強化など関連する医療保

険制度等の改革139とあわせて、これまでの骨太方針2021等に沿って着実に進める。 

これらの取組について、今後、生産年齢人口が急速に減少していく中、高齢者人口がピ

ークを迎えて減少に転ずる 2040 年頃を視野に入れつつ、コロナ禍で顕在化した課題を含

め、2023 年、2024 年を見据えた短期的課題及び中長期的な各種の課題を全世代型社会保

障構築会議において整理し、中長期的な改革事項を工程化した上で、政府全体として取組

                         
137 これまでの経済財政運営と改革の基本方針や新経済・財政再生計画改革工程表に掲げられた医療・介護等に関する事項
を含む。 
138 第２章２．（２）「（少子化対策・こども政策）」に記載されている内容を含む。 
139 中長期的課題として、現在広域連合による事務処理が行われている後期高齢者医療制度の在り方、生活保護受給者の国保
及び後期高齢者医療制度への加入を含めた医療扶助の在り方の検討を深めることなどを含む。 
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を進める。 

 

（社会保障分野における経済・財政一体改革の強化・推進） 

医療・介護費の適正化を進めるとともに、医療・介護分野でのＤＸ140を含む技術革新を

通じたサービスの効率化・質の向上を図るため、デジタルヘルスの活性化に向けた関連サ

ービスの認証制度や評価指針による質の見える化やイノベーション等を進め、同時にデー

タヘルス改革に関する工程表にのっとりＰＨＲの推進等改革を着実に実行する。オンライ

ン資格確認について、保険医療機関・薬局に、2023年４月から導入を原則として義務付け

るとともに、導入が進み、患者によるマイナンバーカードの保険証利用が進むよう、関連

する支援等の措置を見直す141。2024年度中を目途に保険者による保険証発行の選択制の導

入を目指し、さらにオンライン資格確認の導入状況等を踏まえ、保険証の原則廃止142を目

指す。「全国医療情報プラットフォーム143の創設」、「電子カルテ情報の標準化等144」及び「診

療報酬改定ＤＸ」145の取組を行政と関係業界146が一丸となって進めるとともに、医療情報

の利活用について法制上の措置等を講ずる。そのため、政府に総理を本部長とし関係閣僚

により構成される「医療ＤＸ推進本部（仮称）」を設置する。経営実態の透明化の観点から、

医療法人・介護サービス事業者の経営状況に関する全国的な電子開示システム等を整備す

る147とともに、処遇改善を進めるに際して費用の見える化などの促進策を講ずる。医療・

介護サービスの生産性向上を図るため、タスク・シフティングや経営の大規模化・協働化

を推進する。加えて、医療ＤＸの推進を図るため、オンライン診療の活用を促進するとと

もに、ＡＩホスピタル148の推進及び実装に向け取り組む。 

経済安全保障や医薬品産業ビジョン 2021 等の観点も踏まえ、医薬品の品質・安定供給

の確保とともに創薬力を強化149し、様々な手段を講じて科学技術力の向上とイノベーショ

ンを実現する。がん・難病に係る創薬推進等のため、臨床情報と全ゲノム解析の結果等150

の情報を連携させ搭載する情報基盤を構築し、その利活用に係る環境を早急に整備する。

がん専門医療人材を養成するとともに、「がん対策推進基本計画」151の見直し、新たな治療

                         
140 データヘルス、オンライン診療、ＡＩ・ロボット・ＩＣＴの活用など、医療・介護分野におけるデジタルトランスフォ
ーメーションをいう。 
141 診療報酬上の加算の取扱いについては、中央社会保険医療協議会において検討。 
142 加入者から申請があれば保険証は交付される。 
143 オンライン資格確認等システムのネットワークを拡充し、レセプト・特定健診等情報に加え、予防接種、電子処方箋情
報、自治体検診情報、電子カルテ等の医療（介護を含む）全般にわたる情報について共有・交換できる全国的なプラットフ
ォームをいう。 
144 その他、標準型電子カルテの検討や、電子カルテデータを、治療の最適化やＡＩ等の新しい医療技術の開発、創薬のた
めに有効活用することが含まれる。 
145 デジタル時代に対応した診療報酬やその改定に関する作業を大幅に効率化し、システムエンジニアの有効活用や費用の
低廉化を目指すことをいう。これにより、医療保険制度全体の運営コスト削減につなげることが求められている。 
146 医療界、医学界、産業界をいう。 
147 その際、補助金等について事業収益と分けるなど見える化できる内容の充実も検討。 
148 平成30年度から開始した「戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ）」第２期（平成30～令和４年度）において
ＡＩホスピタル等の研究開発を推進している。 
149 医薬品産業ビジョン2021では、医薬品産業政策の取組を継続していく観点からＫＰＩの重要性について言及しており、
創薬力の強化等に向け、ＫＰＩを設定し、取組を進める。 
150 10万ゲノム規模を目指した解析結果のほか、マルチ・オミックス（網羅的な生体分子についての情報）解析の結果等を
含む。  
151 平成30年３月９日閣議決定。 
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法を患者に届ける取組を推進する等がん対策を推進する。大麻に関する制度を見直し、大

麻由来医薬品の利用等に向けた必要な環境整備を進める。熱中症対策に取り組むとともに、

ＯＴＣ医薬品・ＯＴＣ検査薬の拡大に向けた検討等によるセルフメディケーションの推進、

ヘルスリテラシーの向上に取り組む。早期発見・早期治療のため、疾患に関する正しい知

識の周知啓発を実施し、感染拡大によるがん検診受診の実態を踏まえ、引き続き、受診勧

奨に取り組むとともに、政策効果に関する実証事業を着実に実施するなどリハビリテーシ

ョンを含め予防・重症化予防・健康づくりを推進する。また、移植医療を推進する。 

良質な医療を効率的に提供する体制の整備等の観点から、2022年度診療報酬改定により

措置された取組の検証を行うとともに、周知・広報の推進とあわせたリフィル処方箋の普

及・定着のための仕組みの整備を実現する。バイオシミラーについて、医療費適正化効果

を踏まえた目標値を今年度中に設定し、着実に推進する。新型コロナウイルス感染症対応

の経験を踏まえ、コロナ入院患者受入医療機関等に対する補助の在り方について、これま

での診療報酬の特例等152も参考に見直す。国保財政健全化の観点から、法定外繰入等の早

期解消を促すとともに、普通調整交付金の配分の在り方について、方向性を示すべく地方

団体等との議論を深める。 

全身の健康と口腔の健康に関する科学的根拠の集積と国民への適切な情報提供、生涯を

通じた歯科健診（いわゆる国民皆歯科健診）の具体的な検討、オーラルフレイル対策・疾

病の重症化予防につながる歯科専門職による口腔健康管理の充実、歯科医療職間・医科歯

科連携を始めとする関係職種間・関係機関間の連携、歯科衛生士・歯科技工士の人材確保、

歯科技工を含む歯科領域におけるＩＣＴの活用を推進し、歯科保健医療提供体制の構築と

強化に取り組む。また、市場価格に左右されない歯科用材料の導入を推進する。 

 

３． 生産性を高め経済社会を支える社会資本整備 

５Ｇネットワーク等の整備拡大による超高速・超低遅延・多数同時接続環境をいかし、

大学・民間等の技術開発の促進に向けたインフラデータのオープン化・データ連携の推進、

中小建設企業へのＩＣＴ施工の普及支援等による i-Construction の推進など、インフラ

分野のＤＸを加速し、生産性を高める。 

新技術の導入促進等による予防保全型メンテナンスへの転換や高度化・効率化、集約・

再編等を通じた公的ストック適正化を推進するとともに、適切な維持管理の観点から、財

源対策等について検討を行う。高速道路の更新事業等を確実に実施するための方策導入や、

東北新幹線の脱線事故の検証を踏まえた新幹線等の防災・減災の推進に関する費用負担の

在り方等の検討を進める。災害対応力の強化や生産性向上等に資するよう、費用便益分析

の客観性・透明性の向上を図りつつ、ストック効果の高い事業への重点化を図る。その際、

受益者負担や財政投融資も適切に活用する。 

公共事業の効率化等を図るとともに、民間事業者が安心して設備投資や人材育成を行う

ことができるよう、中長期的な見通しの下、安定的・持続的な公共投資を推進しつつ、戦

略的・計画的な取組を進める。その際、現下の資材価格の高騰の状況等を注視しながら適

                         
152 過去の収入に応じた支払いを含む。 
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切な価格転嫁が進むよう促した上で今後も必要な事業量を確保しつつ、実効性のあるＰＤ

ＣＡサイクルを回しながら、社会資本整備を着実に進める。 

建設キャリアアップシステムや施工時期の平準化による処遇改善等や、全ての建設工事

について安全管理の徹底を図ること等により建設産業の担い手の育成・確保を図る。 

災害リスクや人口動態の変化を見据えた立地適正化を促進するとともに、建築・都市の

ＤＸ153等を活用しつつ都市再生を促進し、公園の利活用等による人間中心のまちづくりを

実現する。質の高い住宅等の流通等を図るため、ＩｏＴ住宅の普及や不動産情報の活用等
154の取組を総合的に進める。空き家等の利活用や基本方針155等に基づく所有者不明土地等

対策を進める。 

 

４． 国と地方の新たな役割分担  

社会全体におけるＤＸの進展及び今回の感染症対応で直面した課題等を踏まえ、ポスト

コロナの経済社会に的確に対応する必要がある。このため、総務省は、地方制度調査会156

における調査審議を踏まえ、将来の地域住民サービスの在り方を見据え、国・地方間、東

京圏等の大都市圏を含む地方自治体間の役割分担や連携の在り方を明確化する観点から、

法整備を視野に入れつつ検討を進める。 

国が地方自治体に対し、法令上新たな計画等の策定の義務付け・枠付けを定める場合に

は、累次の勧告等に基づき、必要最小限のものとすることに加え、努力義務やできる規定、

通知等によるものについても、地方の自主性及び自立性を確保する観点から、できる限り

新設しないようにするとともに、真に必要な場合でも、計画等の内容や手続は、各団体の

判断にできる限り委ねることを原則とする。あわせて、計画等は、特段の支障がない限り、

策定済みの計画等との統合や他団体との共同策定を可能とすることを原則とする。 

新型コロナウイルス感染症対応として行われた国から地方への財政移転について、事業

実施計画や決算等を踏まえて、その内容と成果の見える化を実施した上で、成果と課題の

検証を進めるとともに、感染収束後、早期に地方財政の歳出構造を平時に戻す。 

 

５． 経済社会の活力を支える教育・研究活動の推進 

多様な子供たちの特性や少子化など地域の実情等を踏まえ、誰一人取り残さず、可能性

を最大限に引き出す学びを通じ、個人と社会全体の Well-being の向上を目指す。このた

め、コロナ禍を契機に進展した教育ＤＸ157におけるリアルとデジタルの最適な組合せの観

点も踏まえつつ、あるべき資源配分の方向性を次期教育振興基本計画において示す。人と

人の触れ合いも大事にしながら、１人１台端末環境を前提として、自分のペースで試行錯

                         
153 建築物の形状、材質、施工方法に関する３次元データ、３Ｄ都市モデルの整備・活用・オープンデータ化を推進するProject 
PLATEAUやデジタル技術を用いた都市空間再編、土地や建物に関する固有の識別番号の活用等。 
154 不動産ＩＤ、土地・不動産情報ライブラリ、ＢＩＭの活用や関係府省庁で連携したベース・レジストリの整備等。 
155 「所有者不明土地等対策の推進に関する基本方針｣（令和４年５月27日所有者不明土地等対策の推進のための関係閣僚会
議決定）における地籍調査、登記所備付地図の整備の促進等。 
156 地方制度調査会では、「国と地方公共団体及び地方公共団体相互間の関係その他の必要な地方制度のあり方について、調
査審議を求める」ことが諮問されている。 
157 デジタル技術を活用した教育活動や学校運営等の効果的・効率的な推進と新たな価値の創出を指す。 
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誤できる「個別最適な学び」と「協働的な学び」の具体化を早急に実現する。その際、教

育ＤＸと連動した教育のハード・ソフト・人材の一体的改革158を、家庭環境、学習環境の

格差防止や個人情報保護、教師の勤務実態や働き方改革の進捗状況、教師不足解消に留意

しながら、総合的に推進する。発達段階も踏まえつつ、同一の年齢・内容・教材等の前提

に過度にとらわれず、全ての学校段階において、探究・ＳＴＥＡＭ・起業家教育等の抜本

強化を図る。35人学級等についての小学校における多面的な効果検証等を踏まえつつ、中

学校を含め、学校の望ましい教育環境や指導体制を構築していく。 

学びの基盤的な環境整備を進める。非認知能力の育成に向け、幼児期及び幼保小接続期

の教育・保育の質的向上、豊かな感性や創造性を育む文化芸術、スポーツ、自然等の体験

や読書活動を推進する。ＩＣＴも効果的に活用し、不登校特例校の全都道府県等での設置

や指導の充実の促進、ＳＣ・ＳＳＷ159の配置の促進等を通じた重大ないじめ・自殺や不登

校への対応、特異な才能への対応や特別支援教育の充実160、国内同等の学びの環境整備及

びその特色をいかした教育の推進等の在外教育施設の機能強化を図るとともに、公民館等

の社会教育施設の活用促進により、地域の人材育成力の強化を図る。新しい時代の学びを

実現する教育環境を整備161しつつ、組織的・実践的な安全対策に取り組むセーフティプロ

モーションスクールの考え方を取り入れた学校安全を推進162する。 

官民連携による持続可能な経済社会の実現に向け、「第６期科学技術・イノベーション基

本計画」163及び分野別戦略164を着実に実行する。研究開発成果の社会実装と国際市場獲得

のため、標準活用戦略を加速する。破壊的イノベーションの創出を目指し、初期の失敗を

許容し長期に成果を求める研究開発助成制度165を推奨する。教育・研究・ガバナンスの一

体的改革を推進し、国立大学法人運営費交付金について、客観・共通指標による成果に基

づく配分の検証・見直しを不断に進めながら、私学助成等を含めた大学への財政支援の配

分のメリハリを強化し、若手研究者の増加等につなげる。学校法人について、沿革や多様

性に配慮しつつ、社会の要請に応え得る、実効性あるガバナンス改革の法案を、秋以降速

やかに国会に提出する。国際性向上166や人材の円滑な移動の促進、大型研究施設の官民共

同の仕組み等による戦略的な整備・活用の推進167、情報インフラの活用を含む研究ＤＸの

推進、各種研究開発事業における国際共同研究の推進等168により、研究の質及び生産性の

向上を目指す。 

                         
158 ＧＩＧＡスクール運営支援センターの整備、デジタル教科書の普及促進や民間教育が生み出した EdTech の活用の促進、
小学校における35人学級や高学年の教科担任制の推進、外部人材の柔軟な確保・活用を含む教師が安心して本務に集中でき
る環境づくりや研修高度化を含む教師の資質向上等。 
159 ＳＣ：スクールカウンセラー、ＳＳＷ：スクールソーシャルワーカー。 
160 特別支援学級との適切な選択など、通級による指導の円滑な運用を含む。 
161 教育環境向上と老朽化対策を一体的に行う長寿命化改修等を含む計画的・効率的な整備及び横断的実行計画の策定。 
162 「第３次学校安全の推進に関する計画」（令和４年３月25日閣議決定）に基づく。 
163 令和３年３月26日閣議決定。 
164 「第６期科学技術・イノベーション基本計画」において、ＡＩ、バイオテクノロジー、量子、マテリアル、環境エネルギ
ー、安全・安心、健康・医療、宇宙、海洋、食料・農林水産業が戦略的な重要分野として位置付けられている。また、「医療
用等ラジオアイソトープ製造・利用推進アクションプラン」に基づく取組を推進する。 
165 ムーンショット型研究開発制度、創発的研究支援事業等。 
166 沖縄科学技術大学院大学（ＯＩＳＴ）の取組の例がある。 
167 生物・医学、素粒子物理学、天文学、情報学といった、世界の学術フロンティアなどを先導する国際的なものを含む。 
168 施設・設備・機器の共用化、競争的研究費の一体的改革、研究を支える研究職人材の活用促進、マッチングファンド方式
の活用拡大、ステージゲートによる基金の機動的な資金配分見直し等。 
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第５章 当面の経済財政運営と令和５年度予算編成に向けた考え方 
 

１． 当面の経済財政運営について 

現状、民需に力強さを欠く状況にある中、海外への所得流出を伴う物価高騰に直面して

いるほか、ロシアによるウクライナ侵略は、安全保障をめぐる環境を一変させた。こうし

た中にあって、経済財政運営においては、大胆な金融政策、機動的な財政政策、民間投資

を喚起する成長戦略の下、適切な実行を図るとともに、構造変化を牽引しつつ、「成長と分

配の好循環」を拡大していく必要がある。 

このため、第１章で示したとおり、２段階のアプローチで万全の経済財政運営を行う。 

当面は、「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」を具体化する令和３年度補正予算

及び令和４年度予算を着実に執行するとともに、令和４年度予備費等を活用した「コロナ

禍における「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」」を迅速かつ着実に実行し、景気の下振

れリスクに対応し、消費や投資を始め民需中心の景気回復を着実に実現するべく、賃上げ

や価格転嫁など「成長と分配の好循環」に向けた動きを確かなものとしていく。 

その上で、本基本方針や新しい資本主義に向けたグランドデザインと実行計画を前に進

めるための総合的な方策を早急に具体化し、実行に移す。人への投資、デジタル、グリー

ンなど、社会課題の解決を経済成長のエンジンとする新しい資本主義を実現するため、官

民が連携し、計画的で大胆な重点投資を推進することで、供給力強化と持続的な成長に向

けた基盤を構築していく。 

 

２．令和５年度予算編成に向けた考え方 

① 前述の情勢認識を踏まえ、景気の下振れリスクにしっかり対応し、民需中心の景気回

復を着実に実現することで、成長と分配の好循環に向けた動きを確かなものとしていく。 

② 令和５年度予算において、本方針及び骨太方針 2021 に基づき、経済・財政一体改革

を着実に推進する。 

ただし、重要な政策の選択肢をせばめることがあってはならない。 

③ 新しい資本主義の実現に向け、「人への投資」、「科学技術・イノベーションへの投資」、

「スタートアップへの投資」、「ＧＸへの投資」、「ＤＸへの投資」の分野について、計画

的で大胆な重点投資を官民連携の下で推進する。 

④ 政策の長期的方向性や予見可能性を高めるよう、事業の性質に応じた基金の活用、年

度を跨いだ予算執行が可能となる柔軟かつ適切な対応等により、単年度主義の弊害是正

に取り組む。また、歳出について、その中身をより結果につながる効果的なものとする

よう、コロナ禍での累次の補正予算の使い道や成果を見える化するとともに、ＥＢＰＭ

やＰＤＣＡの取組を推進し、効果的・効率的な支出（ワイズスペンディング）を徹底す

る。 


